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序

1960年 代 初頭 のイギ リスは、 デ ィー ン ・アチ ソンが述 べたよ うに、 「帝 国 を

失 い、 いまだ役割 を見っ けて いない」状態 にあ った1。 「スゥ ィンギ ング ・ロ ン

ドン」 と形容 され、社会的、文化的 な変容 の時 代 に あ ったの が1960年 代 のイ

ギ リスであ るが、 この時代 は外交政策 の領域 において はパ ワーの低下を印象付

け るよ うな時代で あった。 それ は第二次世 界大 戦 後、NATOの 創 設 や欧州 統

合に対 して大きな影響を与えたイギ リスのイメージとは対照的な ものである。

イギ リスのスェズ以東か らの軍撤退を決定する過程や、イギリスの経済危機や

ポンドの対 ドル切 り下げの背景を明らかにする多 くの研究の存在は、当該時代

のイメージを象徴するものだといえよう。多極化とデタントに特徴付けられる

時代性を反映 した研究 としては、ハロル ド・マクミラン政権、ハ ロル ド・ウィ
　

ルソン政権期の二度にわたるEEC加 盟申請 とその失敗を分析 したものがある。

1ア チ ソ ン の 演 説 の 前 後 背 景 に 関 し て 、 以 下 が 詳 し い 。DouglasBrinkley,`Dean

Achesonandthe`specialrelationship':theWestPointspeechofDecember,

1962,'研s診or`oαZJoω 肌 αZ,vo1,33,1990,PP.599-608,

2ス エ ズ 以 東 か ら の 撤 退 の 決 定 過 程 を 分 析 し た も の と し て 、 次 を 参 照 。Jeffrey

Pickering,B醜 α`ガs職 んdrα ω αげr・ 肌Eαs診qプSμ θ2'伽PoZ`む εcsqプ

Re漉 ηoんmθ η診,(Basingstoke:Macmillan1998)lToreTingvoldPeterson,

`C
rossingtheRubicon?:Britain'swithdrawalfromtheMiddleEast,1964-

1968:abibliographicalreview,'血 むθ肌 α房oπ αZH`s孟orッ.Rθu`θ ω,voL22

no,2,2000,pp,318-40;JeffreyPickering,`Politicsan(1"BlackTues(1ay":

shiftingpowerintheCabinetandthedecisiontowithdrawfromEast

ofSuez,November1967-January1968,y20孟 んCθ πむ撹rツBrあ`sん1五sむorツ,

vo1.13no.2,2002,pp.144-70;SakiDockri11,Brあ α`ηノsReヶ θα診.かoηLEαs診

oゾSω θ2'抗 θCんo`cε わ26ωeeη,EμroPθ αη(1診hlθWbrZdl9,(Basingstoke:

Palgrave2002),

イ ギ リ ス の 経 済 問 題 、 ポ ン ド切 り 下 げ を 論 じ た も の と し て 、 次 を 参 照 。David

Blaazer,`"DevaluedanddejectedBritons":thepoundinpublic

discourseinthemid1960s,'研sむorッWorんsんopJoμmαZ,voL47,1999,

pp.121,40;DianKunz,`"Somewhat.mixeduptogether":Anglo-American

defenceandfinancia1P・1icyduringthe1960s,'」 ・μrπ αZ・ ∫ 伽 ρθr`αZα πd

Coηmoη ω θα励 研s診orッ,vo1.27no.2,1999,pp。213-32;TimBale,
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しか し、 デ タン トがま さに国際政 治を特徴 付 ける こ ととな った1960年 代 中

期 におけるイギ リスのデ タン ト政策 の研 究 が、 蓄積 され て いな い。1950年 代

の ウィンス トン ・チ ャーチル、 ア ンソニー ・イーデ ンの両首相 に よる対 ソ外交

や、第二次 ベル リン危機 におけるハ ロル ド ・マ ク ミラ ン首相 の対 ソ外 交を分析

した研究は枚挙に暇がない。そのイギ リスは、シャルル ・ドゴール仏大統領が

ソ連を訪問する1966年6月 以前より一貫 して東側 との対話 の必要性を感 じ、

時に西側同盟国の不信を買 うことさえあった。 ドゴールの訪 ソ前より東西関係

`Dynamicsofanon
-decision:the"failure"todevaluethepound

,1964-7,'

20地Cθ π如rッBrあ`sん 捌s孟orッ,vo1,10no.2,1999,pp.192.217;Jeremy

Fielding,`Copingwithdecline:USpolicytowardstheBritishdefence

reviewsof1966,'DゆZoηLα 翻cπ ∫s診orッ,vol。22no.4,1999,pp.633-56.

ま た 、 二 度 に わ た るEECへ の 加 盟 失 敗 を 分 析 し た も の は 、 次 を 参 照 。Wolfram

Kaiser,US∫ πgEμrOPθ,A加S`π8地eEμroPθ απS'Brあ α∫η,α η,dEμroρ θαη

伽 ε8rα ホ∫oη,1945。63,(Basingstoke:Macmillan1996);WolframKaiser,

`UsingEuropean(l
abusingtheEuropeans:theConservativesandthe

EuropeanCommunity1957-1994',Co漉e肌 ρorαrッReoord,vol.8,1994,

pp.381-99;RichardDavis,`The"problemofdeGaulle":British

reactionstoGeneraldeGaulle'svetooftheUKapplicationtojoin 、the

CommonMarket,'Joμrπ αZo∫Co漉 θηLporαrッ 団sむorッ,vol.32,1997,pp。453-

64:RolfSteininger,`GreatBritain'sfirstEECfailureinJanuary1963,'

.D∫μoηLαeッ α加lS診 α陀or4診,voL7,No.2,1996;PiersLudiowN., .Dθα互π8ω 髭ん

B漉 α舵 むんeS比 αηゐ んθF∫rs孟UKAp頑eα オ`・腐06ん ε 朋C,(Cambridge

CambridgeUniversityPress,1997);GeorgeWilkes,B漉 α`パsFα ぬr2診o

.E漉r伽 励ropeα πCo肌m翻 砂1961-63～ 疏 θEπZαr8e肥 漉 飽806∫ α孟`oη α屈

α`s`s`η 勘roP2α π,Aぬ 醐cα πdCom肌oη ω θαZ抗RεZα6∫oπs(London:

FrankCass,1997);RichardDavis,`"WhydidtheGeneraldoit?":De

Gaulle,PolarisandtheFrenchvetoofBritain'sapplicationtojointhe

CommonMarket,'挽ropeα π 猛s孟orッQμ α席 θrZッ,vol.28,1998,pp,373-971

PhilipR。Alexander,`TheLabourGovernment,Commonwealthpolicy,

andthesecondapplicationtojointheEEC,1964.67,'inAlexMay(ed。),

B漉 α`π,診 加 σom肌oπ ω θα肋 απdEμrOPα む舵CoπL耽oπ ω θαZ6ん α記

Brあ α`7ガsApPZ`cα あoηsむoe/b`π6ん θEμroPε αηCo7γ}ノ γ}μπ`翻 εs,(Basingstoke:

Palgrave2001),pp.132-55:JohnW.Young,`"Thesecondtry":the

NetherlandsinBritain'sstrategyforEECentry,1966-19677。inNigel

AshtonandDucoHellema(eds.),U几spoん θπAZ漉s'Aπ8乙o-D碗cん

RθZα 孟`oπss`πeθ1780,(Amsterdam:AmsterdamUniversityPress,2001),
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を改善する独自のイニシアティヴを採 ったのが、イギ リスである。イギリスは

西側同盟国中で、デタント推進の積極派であった。

近年になり公開されたイギ リスの外交文書を用いた研究には唯一、 ジェラン

ト・ヒューズによるものがある3。彼は特に英 ソ関係の改善 に向けたウィル ソ

ン首相の信条 と行動に焦点を当て、1964年10月 以降のウィルソン政権のデタ

ント政策を分析 している。 ヒューズは、ウィルソン首相のソ連訪問や外務省の

対共産圏貿易政策に焦点を当て、超大国間の関係改善が思 うように進展 しない

中で、イギ リスがデタント政策により共産圏諸国をどのように変容させようと

したのか明 らかにしている。その際に彼が大きな焦点を当てたのが、イギリス

外務省の対ソ脅威認識やウィルソン首相の数度にわたるソ連訪問であった。こ

うして ヒューズは、実務的な協力を通 した漸進的で現実的な関係改善を狙 った

イギリスのデタント政策の性格を明晰に分析することに成功 している。

しか し、彼はイギリスのデタント政策を大 きく規定することになった同盟国

間関係には大 きな焦点を当てていない。単独でソ連 との関係改善を試みたフラ

ンスと異なり、イギ リスは同盟国との緊密な調整を背景にしなければ、デタン

ト政策が成果を挙げないと強 く認識 していた。ここにイギリスのデタント政策

の一っの大きな特徴があるのである。よって本稿は、東西関係の中のイギリス

と、西側同盟内のイギリスという二本の軸からイギリスのデタント政策を分析

することで、その論理、展開を明 らかにし、その拘束要因がどこにあったのか

明 らかにすることを目的とする。

イギリスは国力が衰退するとともにデタントに対する影響力も低下した。ヒュー

ズはイギ リスのデタント政策が、1965年 の英 ソ領事条約や1968年 の技術協定

を除いて何 ら具体的な成果を見せなかったと指摘する4。 イギ リスのデタント

3GeraintA.Hughes,HαroZdlVV`Zsoπ,地 θU3SR『 απdBrあ`sんFore∫8π

α几d1)4ε πごθPoZ`cly`π 〃↓2Coη1む6螂o/Eαsか 四esむ1)配 θη,孟α164-1968,(Ph.D.

dissertationsubmittedtoKing'sCollegeLondon2002).

41bid.,p.340.イ ギ リ ス の ベ ト ナ ム 戦 争 へ の 関 与 に つ い て は 以 下 を 参 照 。John
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政策の論理 と同時に、どのような拘束要因があったのか知 ることは、イギリス

がその国力の低下にどのような折 り合いをっけようとしたのかを明 らかにし、

それにより秩序変容期のイギ リスがどのような手段をもって影響力の維持を図

ろうとしたのか示すことが出来 るのである。

と ころで、 マ ー ク ・トラクテ ンバ ー グは1963年 に部 分 的核 実験 禁止 条 約

(PTBT)が 調印されたことをもって、第2次 世界大戦後の欧州秩序は安定期

に入り、1989年 に冷戦構造が最終的に崩壊す るまで この安定 は持続 したと主

張する5。彼が1963年 に着 目するのは、米ソ間の最大の争点 として ドイッ問題

Dumbre11,`TheJohnsonadministrationandtheBritishLabour

govemment:Vietnam,thePoundandEastofSuez,'Joμ 肌 αZo∫

A7η2r∫eα πS如d`εs,vo1.30no.2,1996,pp.211-31;IanFre(1erickBeckett,

`RobertThompsonandtheBritishAdvisoryMissiontoSouthVietnam
,

1961-1965,'Sη ταZZ四 αrsα ηd1ηsμr8θ ηc∫εs,vo1.8no.3,1997,PP。41-63;Rolf

SSteininger,`"TheAmericansareinahopelessposition":GreatBritain

andthewarinVietnam,1964-65,'D`pZo肌 αcッ&S観 εer⑳,vol.8no.3,

1997,pp.237-85;RolfSteininger,`GrossbritannienundderVietnamkrieg

1964/65,'Vご θr診eびαんrsん φ 孟θ ∫琶rZθ 琵8θscん`oん 君e,vo1,45no.4,1997,PP.589-628;

JohnW.Young,`TheWilsongovemmentandtheDaviespeacemission

toNorthVietnam,July1965',Re漉 ωqブ 勧em翻oπ αZS臨 読es,voL24,

1998,pp.545-621PeterBusch,`Supportingthewar:Britain'sdecisionto

sendtheThompsonMissiontoVietnam,1960-61,'CoZd協 αr猛s診orッ,

vol.2no.1,2001,pp.69-94;JohnW.Young,`Britainand"LBJ'sWar",

1964-68,'CoZd四 αrH∫sむorッ,vo1.2no.3,2002,pp.63-92;WilliamRoger

Louis,`ThedissolutionoftheBritishEmpireintheeraofVietnam,'

AηLθr`oα ηH`s孟or`oαZRθ ひ`2ω,vo1.107no.1,2002,pp.1-25;JohnDumbell

andSylviaEllis,`BritishinvolvementinVietnamPeaceInitiatives,

1966～1967:Marigolds,Sunflowers,and":KosyginWeek",'1)`pZoηLα6`e

E`sホoηy,vo1.27no.1,2003,pp,113-1491PeterBusch,AZZむ んε 四 αッ ω 琵ん

JFKgBr髭 α加,疏 εUSα ηd疏 θVε θ加 αm四 αr,(Oxford:Oxford

UniversityPress2003)lG.Hughes,`A"MissedOpportunity"forPeace?

HaroldWilson,BritishDiplomacy,andtheSunflowerInitiativetoEnd

theVietnamWar,February1967,21)∫ μomαeッ&S観 θorφ 診,voL14no.3,

2003,pp.106-30.

5MarcTrachtenberg,ACoηsか μe診θdPeαcαTん ε ハ4α勉 π80グ 疏 ε

Eμropeα η,Sε 観emθ 漉,1945-1963,(Princeton:PrincetonUniversityPress,

1999).
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を重視するからである。 このPTBTの 調印には両 ドイッが署名 し六が、 これ

により両国は核兵器を保持する可能性を失い、欧州の政治的現状の維持を脅か

す可能性の最 も高かった西 ドイッが核兵器保持を放棄 したことで、第2次 世界

大戦後の最大の懸案問題が解決 した。 トラクテンバーグの論理は、 ドイッ問題

の重要性を強調 しており、第二次ベルリン危機やキューバ危機後の東西関係が

欧州の政治的現状の維持で合意が図 られたことにより欧州が安定期に入ったと

いう点で、説得力のあるものである。

しかし、彼 はこの安定がその後のデタントの道を開いたとも主張 してはいる

が、1963年 の段階では ドイッ問題が全て解決 されたわけではない。 ドイッ問

題は冷戦 とデタントという広い文脈を考慮に入れた中で しか分析することはで

きない。デタント期の様々なイニシアティヴが重要だったのである6。 デ タン

トの道 は決 して順調 に進んだのではなく、またその後 のデタン トと1963年 に

おける米 ソ間の関係改善 とは、切り離 して分析する必要がある。この点を指摘

する上で重要なのは、アンドレアス ・ヴェンゲルとジェレミー・スリの議論で

ある7。両者はこの米 ソ間 における ドイッ問題に関する合意を 「小デタント

(1ittled6tente)」 と形容 して、その後のデタントと区別 している。西 ドイッ

は確かに核兵器の保持を放棄 したかもしれないが、 ドイッ問題の重要な側面で

あるオーデル ・ナイセ線や東 ドイッの承認といった問題に積極的に取り組むま

でにはまだ時間を要 した。西側四大国も、重要な側面(べ トナムやデタント)

でアメリカと全ての政策を一致させていたわけではない。1963年 の 「小 デタ

ント」 は、現状維持 に基礎を置いたデタントであったために、その基礎は脆かっ

6こ う し た 批 判 は 、 既 に 以 下 で も な さ れ て い る 。TonySmith,`ReviewofMarc

Trachtenberg,AConstructedPeace:TheMakingoftheEuropean

Settlement1945-1963,H-Diplo,H-NetReviews, .August,2000,'(available

athttp://www,h-net.msu.edu/reviews/showrev.ci?athニ24952967236690,
'

accessedon7July2004).

7AndreasWengerandJeremySuri,`Thenuclearrevolution,social

dissentan(itheevolutionof(16tente,'Z～ かeん θrB(～`かd8ε,Nr.56,2000.
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た8。それを、「静」のデタントとするのであれば、そこか ら生まれたのは何で

あったか。

それは 「動」のデタントであった。それは戦後の現状を克服する試みであっ

た。本稿 は 「動」のデタントの形成期のイギ リス外交に焦点を当て、 イギ リス

がデタントの唱道者であったことを明らかにす る。分析の出発点 は、1960年

代の東西関係の改善が次第に明らかになってきた1964年 とす る。1964年 は、

イギ リスがデタントの到来を感 じた時期であるとともに、外務省内で従来の対

ソ連、東欧政策の変更を行 った年でもある。そのイギリスのデタント政策は、

1965年 、1966年 にその論理を成熟 させ外交政策 として展開され る。 しか しそ

の限界は1967年 までには明らかになることか ら、本稿 はウィルソン政権 が政

権を委譲する1970年 を待たず、1967年 までの期間を分析の対象時代 としたい。

以下、第一章では1964年 以降のイギ リス外務省のデタント認識を分析す る

ことで、冷戦構造の変容期に、従来の政策の変更を求める声がイギリス外務省

の政策をどのように変更 させたのかを明らかにする。続いて第二章においては、

イギリスのデタント政策における西 ドイッの重要性を指摘 し、イギリスが独 自

の道を進むことを主張する一部の閣僚の声が、イギリスの ドイッ問題に対する

政策にどう影響を与えたのかを示す。第三章では、イギリスが第二章に示され

るような拘束要因の中でフランスのデタント政策をどう認識 していたのかを示

し、また第一章で明らかにされたデタント遂行の論理がどのような形 となって

8ヴ ェ ンゲルとスリは、国内社会における環境への関心の高まりや核戦争への恐怖、

核兵器の開発競争が生む経済的負担等に対する異議申し立てが、このような核の抑止

力に基づく安定性の限界であったことを指摘する。Ibid.,pp.27-8.な お、 こうした
一1960年代 の特徴に

ついては、以下を参照。菅英輝 「冷戦の終焉と60年 代性」 『国際政

治』(第126号 、2001年)1-22頁 。 スリは著書の中で、社会運動とデタン ト政策 との

関係を述べ、国内社会における対抗文化を抑圧するために動因可能な資源 を振 り向け

るために、各国指導者が採った外交政策としてデタントを規定する。著者は、社会運

動とデタントに対する圧力との関係を指摘するスリの主張には同意するが、 彼の一面

的なデタント観には同意 しないところが多い。JeremiSuri,Poω2rα πd.Proむθ畝

αoδ αZRθ ひoZめoη α屈 むんεR`sθo/D2孟 θ励θ,(Cambridge:Harvard

UniversityPress,2003).
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発露 したのかを明 らかにする。最後に第四章では、第三章で述べ られるイギ リ

スのデタン ト政策の拘束要因がどこにあったのかを示 したい。

1.イ ギ リス外務省の対 ソ ・東欧政策、1964年

1960年 代は、冷戦構造が変容 した時代であった。 この構造変容 は、主 に二

っの相互に密接に連関する要素に起因する。一つは東西両陣営間の緊張の緩和

であり、 これは 「デタント」と形容された9。 もう一っは、東西両陣営内部に

おける多中心化の進展である。

米ソが直接対峙することになり、核戦争の勃発をも予期させることになった

第二次ベルリン危機 とキューバ危機以降、米ソ両国は互いの勢力圏を承認 し、

欧州においては戦後の現状の維持を大前提にした政策立案がなされていくよう

になった。1963年8月 には、モスクワで米英 ソの三国外相がPTBTに 調印す

ることになり、東西間の対立が緩和する可能性を感 じさせた10。イデオロギー

的に敵対する両陣営間において相互に協力できる分野が存在することが証明さ

れたことは、将来の予測を容易にし、また東西間の政治的雰囲気を改善した。

こうして米ソ間の対立の程度が減少し、東西間に平和が 「構築」される一方で、

91970年 代 に入 る と、 「デ タ ン ト」 の 意 味 は次 第 に曖 昧 な もの にな って い く。 た だ し、

ここで は通 常 用 い られ るよ うな意 味 で 、 つ ま り東 西 間 の 緊 張 の 緩 和 と い っ た 意 味 で

「デ タ ン ト」 を使 用 す る。 「デ タ ン ト」 概 念 の 曖 昧 さ に っ い て は、 以 下 を 参 照 。 拙 稿

「緊 張 緩 和 の進 展 と イギ リ ス、1970年 一1972年 一 『デ タ ン ト』 へ の懐 疑 と 『人 、 情 報 、

思 想 の 自 由移 動 』」 『六 甲 台 論 集 法 学 政 治 学 篇 』(第50巻 第2号 、2003年)。

10イ ギ リ ス と西 ドイ ッ のPTBTへ の 関 与 に つ い て 、 各 々 次 が 詳 し い 。Thomas

Risse-KapPen,σ ・・Pθrαむ`・π αm・ π8Dem・crαc`θs'Tんe動r・peα π 姻 μθπ・θ

orLUSFor2`8πPoZ`cly,(Princeton:PrincetonUniversityPress1995);

KendrickOliver,`WestGermanyandtheMoscowTestBanTreaty

negotiations,July1963,inSaki,Dockri11(ed.),Coη かouσsッ αηd

C・ 即r・ 而sαA肋 ηcεP・Z`6∫csわ ε伽 θθπGrε α孟Brε診畝FεderαZRep醐 ∫e・∫

G2rmα πッ,α屈 地eU航edS翅 θso∫Amer∫cα,1945-1967,(Bodenheim:Philo

1998),PP.151-7L
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1960年 代を特徴付けるもう一っの変化が同時並行的に進む ことにな った。東

西両陣営内部における多極化(多 中心化)の 進展である。

PTBTは1963年 末までに104力 国によって調印されたが、1960年 に核兵器開

発に成功 したフランスはこれに参加せず、独自外交を展開す る。 また1964年

10月 には中国も核実験を行い、核兵器国となった。中国は以前 より朝鮮半島

やインドシナ半島において西側の利益を脅か し続けてお り、アジアにおける大

国としての存在感を増加させてきた。 しか し、1950年 代 の中国の こうした活

動はソ連の対西側戦略の一貫 として認識 されてお り、西側にとってソ連の脅威

と中国の脅威 とは、明確に分離が可能なものではなか った。その中ソが、1960

年代に入 るとアジア ・アフリカにおける各国共産党政権 に対する影響力の拡

大をめ ぐって公然と対立するに至る。一枚岩であると思われてきた共産主義陣

営内部か ら、ソ連を軍事的にもイデオロギー的にも脅かす存在 として中国が台

頭 してきたのである。『

こうした変化をもって西側諸国は、 ソ連 の外交政策の行動 の幅が狭 まり、

「平和共存」路線を継続せざるを得ない状態にあると認識す るようにな った。

こうして、1960年 代を特徴付 けるこの2っ の変化、すなわちデ タン トと多中

心化は、互いに影響を与えながら東西各国の政策立案における大きな変数となっ

ていくのである。

1964年7月 、ロン ドンで開催された英連邦首脳会議 において、イギ リス首

相ダグラス・ヒュームは 「東西関係を特徴付ける最 も重要な ものは、広 く行 き

渡 ったデタントの雰囲気である」と述べ、1960年 代初頭の第二次ベル リン危

機やキューバ危機を経て、東西関係に改善 の兆候が見 られることを歓迎 し

た11。デタントは西側諸国とソ連、東欧諸国 との接触を増大させ、冷戦 によっ

て規定された不正常な関係を再び正常な関係へと再構築す る可能性を抱かせる

11`RemarkstocommonwealthprimeministersonoverallEast/West

relationsy,un(1ated,FO371/177420,PRO,
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ものであづた。さらに、デタントが持続するほどに東西間には様々な情報や意

見の交換が行われ、東西対立の契機 はそれだけ一層減少 していくのではないか。

少な くともヒュームにはそう感 じられた。東西関係を取 り巻 く環境の変化によっ

て、イギ リスは従来の政策の見直しと変更の必要性を感 じるにいたった12。 イ

ギ リス外務省内ではソ連、東欧諸国を担当する北方局を中心にイギリスの対ソ

連ブロック政策の改訂が広 く行われたのが1964年 であった13。

1964年2月4日 、当時イギ リス外務省の北方局担 当の外務次官補であった

ダンカン・ウィルソン(以 下D.ウ ィルソン)は 、 「社会主義を超えて:東 欧へ

の仮説」と題する覚書を認め、関係部局に回覧 した14。1971年 の退官に至 るま

でイギリスのデタント政策をめぐる議論の中で大きな影響力を持っ ことになる

彼の仮説をここで明らかにすることは、他の外務省幹部との認識の相違を探る

上で も重要である。

D.ウ ィルソンは、東欧の社会が内側か らの圧力 により大 きな変化を迎える

ことを期待 した。彼は共産党政権に対する民衆の支持の不在や経済政策の失敗

と西側との接触の増大が、東欧諸国の変容要因となると主張 した。共産党政権

が主導するような経済的要因を無視 した計画経済の失敗は、共産主義社会に大

きな影響を及ぼす。経済政策の失敗によって、東欧諸国における民衆が共産党

やその指導者に対 して抱いていた信頼が揺 らぐ。加えて共産党指導層の中でも

12`AnewlookattheSovietnewthreat',memorandumbyJ.Nicolas,6

July1964,FO953/2504,PRO.

13イ ギ リス外 務 省 文書 で は、 東 側 諸 国 を指 し示 す 用 語 につ い て標 準 化 が な さ れ て い る。

中 ソ対 立 以 降 、 「ソ連 ブ ロ ッ ク」 は ソ連 、 東 欧 諸 国 に モ ン ゴル を 加 え た呼 称 で あ り、

「東 欧 諸 国 」 に はポ ー ラ ン ド、 ブル ガ リア、 ル ー マ ニ ア、 ハ ンガ リー、 チ ェ コス ロヴ ァ

キ ァ を含 む。 東 ドイ ッ は国 家 で は な い と い う理 由 か ら、 「東 欧諸 国」 に は 含 ま れ な い。

これ らの国 は しば しば 「衛 星 国 」 と も表 現 さ れ る。 一 方 で 「共産 主 義 国」 は 全 て の 共

産 主 義 諸 国 を意 味 す る。 本 稿 で は で き る ギ け こ れ らの 表 現 に準 拠 す る。`Standard

terms',memorandumbyE.Youde,undated,FO371/182529,PRO.

14`Forwardfrom"Socialism":ahypothesisforEastemEurope,'

memorandumbyDuncanWilson,4February1964,FO371/177404,PRO.
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比較的若い世代が、この経済的失敗により上層部の指導力に悲観的となる。そ

れに伴ってマルクス主義的経済学にない経済学上の概念が普及 し始め、経済事

業の評価はその生産性によってなされるべきであるとする主張が台頭する。 こ

うした経済的失敗は、共産党の外の人材を国家経済政策の立案に参画 させるこ

とになり、それまで党の活動か ら距離を置いていた科学者や経済学者 といった

知識人は、西側の情報への接近が容易になる15。こうした仮説を基にD.ウ ィル

ソンは、西側の情報に晒された彼 らがやがて、共産主義支配の政治的な基盤 と

なる幾っかの概念に対 しても疑念を持っに至 るだろうと説 く。

東欧諸国を変化へと導きうるこのような要因を挙げる一方で、彼は変化が急

速に訪れるとは予想 していなかった。共産党指導者が現在の体制維持 に利益を

保持 しており、また急激な社会変化がソ連の介入を招 くことは明らかで、さら

に西 ドイツの復興への恐怖か ら東欧諸国は最終的にソ連か らの加護を求めざる

を得ない状況にあるからである。 しかしながら、D.ウ ィルソンは結論 として、

新 しい経済概念やそれを正当化する政治哲学の導入と西側 との接触の必要性は、

ソ連の介入を招 くのではないかという恐怖を打ち消すほどに強 く、よって 「19

60年 代、東欧諸国では少なくとも名目的に共産主義政権が維持 されるだろう

が、そこではソ連からのより一層の独立が達成 され、国内は変革に晒 されるだ

ろうと結論付けるのが妥当であろう」 と主張する。D.ウ ィル ソンの仮説の背

景には、中国の台頭に伴 う中ソ対立やソ連 ブロック内部における多中心化の進

展により、冷戦が変容期に入 ったという認識があった16。

D,ウ ィルソンが独自の覚書を回覧する一方で、外務省北方局独 自の政策文

15具 体 的にD.ウ ィルソンがここで例示するのは、1956年 か ら1957年 にかけて中国が

展開した百花(斉 放)運 動である。

16一 方でD.ウ ィルソンはソ連の外交政策にっいて、その長期的な目標が共産主義 の世

界大の拡大にあり、その点で冷戦はいまだ終結 していないとしながらも、短期的には

東西対立 の緩和 がその重要 な外 交 目標 を構 成 して い る と指 摘 す る。`Soviet

intentions,'memorandumbyDuncanWilson17July1964,FO371/177421,

PRO;ま た、同時期に外務省内の情報局が中心 となって作成された文書 「共産主義国
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書 も作成された。イギ リスの対東欧諸国政策に関 しては、1961年 に外務省が

同様の文書を作成 している。「東欧の衛星国に対するイギ リス政策」 と題 され

たそれは、第二次ベル リン危機がいまだ持続 しており、東西間の緊張緩和の見

通 しが不透明であった当時の国際環境を反映 したものとなっている17。文書 は

対東欧諸国政策の前提 となる認識 として、1956年 のハ ンガリー動乱が完全に

過去のものとなり東側陣営におけるソ連の管理体制が確固としたものとなった

こと、その結果東欧諸国における共産党支配がゆるぎないものとなったこと、

を確認 している。一方で文書 は、 ソ連と東欧諸国との関係が 「社会主義共同体」

と形容 されるようなものへ変化 しっっあると説き、東欧諸国にも行動の自由が

拡大 しっつあることを指摘 している。文書は、ソ連の死活的利益がかかる東欧

衛星国において西側のな しうる活動領域には限界があるものの、西側の影響力

を増大 させるための機会を余すところなく活用すべきである、と主張する。

文書 は具体的な方針 として、東欧諸国のソ連からの自律性を一層高めさせる

こと、東欧諸国のアイデンティティを感 じさせ、可能ならばソ連と東欧諸国と

の間の対立 に付 け込み、必要とあらばその幾っかの国家 との改善を他の国家か

ら優先 させて図ること、といった諸点が示された。西側の最大の目的は、東欧

の民衆 に対 して、価値ある生活は共産主義体制下には存在 しないと感 じさせる

ことにあった。そのための手段として文書は、西側の情報の東側への浸透と東

西間の文化交流の促進を勧告 した。

この文書 「東欧の衛星国に対するイギ リス政策」が作成 された1961年 以降

の三年間におけるデタントの雰囲気の高まりや、 ソ連共産党大会が 「社会主義

の 政 策 の 今 日的 傾 向 と我 々の プ ロパ ガ ンダ ヘ の含 蓄 」 に よ れ ば 、 冷戦 が 変 容 期 を 迎 え

た とす る主 張 に は一 定 の根 拠 が あ る と しな が ら も、 デ タ ン トは ソ連 の戦 術 で あ り、 ソ

連 外 交 の 基 本 目標 が 世 界 的 な共 産 主 義 の拡 大 で あ る こ と は変化 な い こ とを 強 調 す る 。
`Currenttrendsint五epolicyofCommunistpowersandimplicationforの
ourpropag&nda,'1May1964,FO371/177821,PRO.

17`UKpolicytowardstheEastEuropeanSatellites,227June1961,FO371

/177421,PRO,
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への多様な道」を認めたこと等、国際環境の変化によってイギ リスは対東欧諸

国政策を見直す必要性を感 じた。北方局 により改定 された1964年 文書 「東欧

のソ連 ブロック諸国に対す る政策」によれば、ソ連ブロック内部における多中

心化は着実に促進されており、「非スターリン化」による計画経済か らの脱却

や消費者の選択肢の拡大、知識人に対する思想 の自由の是認が進行 しつつある

という。それに対 して、 ソ連の外交政策の目的は依然として変化せず、それは

東欧諸国におけるソ連型の共産主義政権を維持することにあると指摘 され

た18。

このように描写 された東欧諸国を取 り巻 く現状か ら、文書 は東側陣営がどの

ような道へと進み、イギ リスはそれにどのように対応するべきであると結論付

けたのであろうか。文書 は、経済問題や中ソ対立の結果生 じる圧力によって、

ソ連が西側 との和解 に歩み寄 ったり、西側の文化が浸透 して政治的な影響力を

与えたりする可能性 は現実味がないとしてこれを否定 している。また、 ソ連ブ

ロックの多中心化が進み、やがて東欧諸国が ソ連陣営からの脱却を図る可能性

も、近い将来に起 こりえず、それはまた西側にとっても好ま しいものではない

と結論付けられた。最も可能性の高い見通 しとして、文書 はソ連が西側 との接

触を促進 しつつも、東欧諸国の共産党指導層やコメコンを通 して東欧諸国の引

き締めを図るという予想を立てた。文書は結論 として、こうした東欧諸国にお

ける変化が少なくとも1960年 代に共産主義の性質 を根本か ら変化 させること

はなく、 ソ連と東欧諸国との関係 も根本的変化を迎えることはなかろうと指摘

している。文書は、東欧諸国の変革を促進する手段 として貿易の拡大、閣僚や

知識人、科学者の相互訪問による西側の思想の浸透を重視 した。

さて、 このように東欧諸国が変革の兆 しを見せる中で、そ うした変革がもた

らす含意にっいてイギリスが採るべき対応を省内で調整する必要性が出てきた。

18`Policytowar(1stheEastEuropeanSovietbloccountries',24February

1964,FO371/177405,PRO.
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そこで当該諸国に赴任す るイギ リス大使が一堂 に会 し将来の展望 と政策勧告を

行 うことの出来るような会議を、 ロンドンの外務省本省で行 うことが提案 され

た。 これは、1964年 より2年 おきに開始 されることになる駐東欧大使会議の

第1回 会議へ と結実 した。

会議は4月21日 より4日 間に渡 って開催 され、各国に赴任 しているイギリ

ス大使が赴任国における政治情勢について説明した後 に、イギ リス政府が採る

べき対応にっいて討議 された19。会議 は上記 「東欧のソ連 ブロック諸国に対す

る政策」が勧告 した貿易拡大や人的交流の有効性を確認するとともに、「我々

は西側同盟の中において主要な交渉相手国ではないから困難が予想 される」け

れども、「ロシア人との限定的な合意点を探 り続けるべき」 ことが確認された。

また、そうす るに当たってはソ連から東欧諸国を切 り離そうとしているのでは

ないかというソ連の懸念を徒に高めることのないように行われるべき点 も、確

認 された。駐 ソ連大使ハンフリー ・トレヴェリアンは、東欧諸国の変革 は基本

的に内在的な論理を持 っているのであるから、イギ リスがそれを積極的に促進

できる手段 は限られており、イギ リスとしては 「ソ連が東欧諸国 との関係を

〔社会主義〕共同体のようなものとして扱 うよう説得すべきだ」と主張 した。

中ソ対立に関 しては、その結果 として東欧諸国がソ連に対 してより広範な行

動の自由を持っに至 ったことが確認 され、イギ リスとしては対立を激化 させる

ことを慎むこと、東欧諸国をソ連か,ら自律 した存在として接するべきことが合

意 された。また、いかなる条件であれ ドイッ統一にっいてのイニシアティヴが

東西の交渉議題 となる可能性が低いこと、そうであるならばイギ リスは西 ドイ

ッとソ連東欧諸国 との間での仲介役を担 うことは避けるべき点が合意 され

た20。

19`ConferenceofHerMajestiesRepresentativesfromEastemEurope,'21

to24Apri11964,FO371/177405,PRO,

20`ConclusionsofconferenceofHerMajestiesAmbassadorstotheUSSR

an(1EastemEuropeancountries,'24April1964,FO371/177405,PRO.
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全体 として、会議はD.ウ ィルソンの予想 したような楽観的な期待か らは距

離をおき、また東欧諸国の社会が急速な変化の途上にあると期待することは賢

明でないという点で合意があった。 しかしなが ら、アメリカが議会の圧力によ

り東欧諸国に対する積極的な政策を実行するのが困難であることに鑑み、イギ

リスが果たすべき役割があることも確認 した。特 に人的交流の拡大に期待が寄

せられた。それは東欧諸国の人々に西側の状況を理解 させ、共産主義的志向か

らの脱却を図 らせることを予期 していたか らである。 こうした諸点 は、1964

年10月 の政権交代による労働党政権の誕生の際に、 外務省北方局 の覚書 とし

て伝えられた21。

2.イ ギ リスのデタ ン ト政策 における西 ドイ ツの位置、1965年

2-1.英 独関係の改善

イギリスは第二次世界大戦による疲弊 した国内経済 と英連邦維持か ら生 じる

負担による国力の低下に歯止めをかける処方箋を見出せず、影響力を低下させ

ていた。加えて、イギリスの国際政治学者であるブライアン ・ホワイ トが正 し

く指摘するように、特に1959年 の米ソ首脳会談以降、米 ソが イギ リスを介 さ

ない直接対話を始めたことは、こうしたイギリスの影響力の低下にますます拍

車をかける形 となった22。単独で影響力を行使す る国力を失 ったイギ リスが関

係改善に向けて動き出した国が、西 ドイッであった23。.

西 ドイツは冷戦による欧州の分断を象徴する国家であり、「鉄のカーテ ン」

をす ぐ東側に臨む冷戦の前哨国家であった。その西 ドイッは、 イギ リスにとっ

21`RelationswithEastemEurope7,190ctober1964,FO371/177410,PRO。

22BrianWhite,Brぬ 加,.D伽 雇 θ,α 屈Cん α几8∫π8Eαs6一 脆s孟RεZα 孟`oηs,

(London:Routledge1992).

23こ の 時 期 の 英 独 関 係 に つ い て は 、 以 下 を 参 照 。JohnW.'Young,`WestGermany

intheforeignpolicyoftheWilsongovemment,1964-67,PinDockri1L(ed.),

σo碗roひ θrsッ απdCo肌proηL`se,op.cit,pp.173-95;HubertZimmermann,
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て英ソ関係、英米関係の中心に位置する要点であった。 ドイツ問題は東西間交

渉の最重要課題であり、イギ リスが単独でソ連に対する影響力を行使する国力

をもはや保持 していないのであれば、アメリカと並びソ連の主要交渉相手国で

ある西 ドイッに対す る影響力を獲得することで、自らがデタントに効果的に関

与できる。また、アメ リカとの良好な関係 も西 ドイッとの友好的な関係を構築

できるか次第である、 という思いがあった24。同時にイギ リスを回避す る形で

の米独同盟の構築 も、避 ける必要があった25。

英独関係が改善の兆候を見せ始めたのは、1963年 のコ ンラー ト・アデナウ

アー西独首相の政界か らの引退によるところが大きい。駐西独英大使フランク・

ロバーッが述べるように、「アデナウアーが在任 している限りは 〔英独〕二国

間の関係は良好たるべ くもなかった。彼の個人的な偏見が余 りに深 く、その政

治的見解が我々のそれとはあまりにかけ離れているので、二国間関係が改善の

方向に動き出すためには彼の引退が必要であった」26。イギ リスが重視 するデ

タントに関 しては、アデナウアーの在任中より、西 ドイッの対 ソ・東欧諸国政

策は変化の兆 しを見せ始めてはいた。 しかし、ルー トヴィヒ ・エァハル トの首

相就任 とゲルハル ト・シュレーダーの外相留任による 「動の政治」の展開によ

り、西 ドイッの側に猜疑心を抱かせ ることなく、 ドイッ問題に関する議論が行

える環境が整った。また、1965年 春のイギ リス女王の訪独発表が好意的に受

け取 られたことにも明 らかなように、20世 紀の大部分を対立の歴史で埋め、

二度にわたる世界大戦を戦 ってきた両国の国内世論にも変化が生じつっあった。

`Thesourfruitsofvictory:s七erlingandsecurityinAnglo -Germanrelations

duringthe1950san(11960s,'Co几 孟θη1ρorαrンEμroP(～ απH∫sむorツ,voL9no・2,

2000,pp.225-44。

24JohnOliverWrighttoHaroldWilson,240ctober1964,PREM13/343,

PRO.

25HemingHoff,Grossb漉 α巖 θη 肌dd`θDD.R1955-19鴛D`pZo肌 α診ごθ α4

Umω θ8επ,(MUnchen:01denbourgVerlag2003),p。342。

26`Anglo-GermanRelations,ラmemorandumbyFrankRoberts(toR.A.

Butler),24June1964,FO371/177927,PRO.
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ロバーツはこうした変化を受け、「今世紀中初めて、われわれは両国 が正常 と

みなされるような関係に近づ きっっあると信 じている」と述べた。

ロバーツが 「近づきっっあると信 じている」 と述べざるを得なかったのは、

両国の緊張関係に横たわる幾っかの懸案がいまだ処理されていなかったことに

ある。NATO内 における多角的核戦力(MLF)計 画やEECへ の加盟 をめ ぐる

英独の認識の相違に加えて、1964年10月 のイギ リスの総選挙で労働党が勝利

すると、イギ リスの対 ソ連 ・東欧諸国政策、また東 ドイツの不承認政策に揺 ら

ぎが生 じるのではないかという西 ドイッ内部における不安が、両国間の緊張を

高めかねなかった27。

英独間の対 ソ・東欧政策の相違の一っが、東側に対す る長期信用供与をめ ぐ

るものであった。非共産圏諸国の共産圏諸国に対する輸 出は、1928年 には総

輸出量の13.4%、1938年 には12,7%を 占めていたが、両陣営の対立の激化とと

もに1948年 には8,7%、1953年 には1.8%に まで減少 した。 しか し、1960年 代

に入ると東西両陣営における多極化(多 中心化)の 進展 とともに東西貿易は改

善の兆候を示 し始め、1962年 には4.7%、1963年 には8.3%に まで回復 した。

この中で もイギリスは、EECへ の加盟交渉の挫折 とともに東西貿易の拡大に

関心を示 し、1966年 の長期経済計画の実施を予定 していた ソ連への接近を積

極的に進めていた。 ソ連ブロックに対す る長期信用供与 も活発化 し、1964年

2月 には英米サ ミットにおいて ヒューム首相がイギ リスにおける貿易の重要性

を強調 した。 これは同年6月 のチェコスロヴァキアに対する肥料プラント輸出

に対する12年 の長期信用供与、また7月 には ソ連 に対す る科学工事業プラン

ト輸出に対する15年 の長期信用供与へ と結実 した。これを受けてフランスも、

10月 に対ソ5力 年貿易協定を締結、仏 ソ両国の銀行間におけ る7年 の信用供

27ML:F構 想 に つ い て 、 以 下 を 参 照 。SusannaSchrafstetterandStephen

Twigge,`Trickortruth?TheBritishANFproposa1,WestGermanyand

USnonproliferationpolicy,1964-68,'D`μo肌 αcッ&S診 αむθorα≠診,voLll

no.2,2000,PP.161-184.
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与を認めるに至 った。

ソ連ブロックに対する西側の信用供与競争の高まりに西 ドイッは従来より批

判的であり、東側陣営に対す る信用供与を一切認めて こなか った。1964年11

月に行われたパ トリック ・ゴー ドン=ウ ォーカー英外相との会談の席上でも、

カール ・カルステンス西独外務次官が共産主義国を強化するという点で信用供

与に改めて反対の意を示 したのに加え、10月 の仏 ソ協定はイギ リスの前例に

従った ものであるとす るドゴールか らの 「言い訳」があったことを明らかにし、

暗にイギ リスを批判 した28。しかし、西 ドイッも1965年 に入るとソ連に対 し石

油化学プラントの輸出に7年 の信用供与を行 う等、 この問題での両国間の政策

の相違は埋まるに至 った。

2-2.ハ ルシュタイン原則の危機 と英独会談

イギリスが東欧諸国との関係改善にむけて独自の道を進む一方で、英独間の

デタントに対す るアプローチのより本質的な相違は、 ドイッ問題をめぐって顕

在化する危険性があった。1965年2月24日 、東 ドイッ大統領 ヴァルター ・ウ

ルブリヒトはエジプトヘ電撃的な訪問を行 った。彼の滞在 は約一週間のもので

あったが、 これにより西 ドイツの単一代表権の主張はこれまでにな く弱体化し

た。東 ドイッがベル リンの壁を構築 して以来、東 ドイッか ら西ベル リンヘの人

口流出には歯止めがかかっていた。以来、東 ドイッは生活水準の向上に伴う政

治的な不満の緩和 に成功するとともに、 このエジプ ト訪問によって国際的な政

治的孤立からの脱却 にむけ大きな一歩を踏み出し、後に国連への加盟や国際オ

リンピック委員会への加盟申請を行 うことなる。 これに対 し、エアハル ト西独

28`Recordofdiscussionbetweentheforeignsecretaryan(1theGerman

foreignministeratBonn,onNovelnber15,1964,'undated,FO371/177928,

PRO;`Recordofdiscussionsbetweentheforeignsecretaryandthe

FederalChancellorattheBundeshausat4p.m.onSunday,November

15,1964,'undated,FO371/177928,PRO.
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首相は3月7日 、イスラエルとの大使交換を発表するとともにエジプ トに対す

る全ての経済援助を停止することを発表 した29。

ウルブリヒトのエジプ ト訪問を3週 間後に控えた2月3日 、イギ リス外務省

西方局長バーナー ド・レドウィッジは 「ハルシュタイン原則には今、非常に深

刻な脅威が存在する」と指摘 した。ハルシュタイン原則は過去十年にわたり、

東 ドイッの承認を妨げる上で効果を持 っていた。東 ドイッを承認する国家は、

共産主義国とザ ンジバルのみであった。 しかし、 ウルブリヒトのエジプト訪問

を機に多 くの非同盟諸国が東 ドイッを承認するに至れば、西 ドイッはハルシュ

タイン原則を事実上放棄する必要性に追い込まれる。 レドウィッジは、それに

伴って 「西側諸国は非常に厄介な立場へ と追い込 まれることになる」危険性が

あると指摘 した。「NATOに 加盟 していない国家は東 ドイッと西 ドイッの双方

と外交関係を結ぶであろう。我々の側にもやがて圧力がかか り、同時に西 ドイ

ツ国内では西側同盟内に留まる形での ドイッ統一を実現するという希望が幻想

へと変わる」。一度東 ドイッが承認 されれば、「非同盟国は我々が ドイッに関す

る共産主義国の主張を呑まざるを得なか ったと理解する」だろうし、そうなれ

ば共産主義国の主張が非同盟諸国にとってますます重要性を帯びたものとなる

だろう。彼は 「我々は、できる限 りのことをして 〔西〕 ドイッを支持すること

に多 くの利益を持っている」と結論付けた30。

労働党政権の誕生は、英独間のデタントに対するアプローチの相違をより一

層顕在化させかねないものであった。ウィルソン首相がこの レドウィッジの覚

書を読参西 ドイッに対 してどのような態度で接 したのかを明 らかにする前に、

労働党の基本政策について述べておきたい。

29な お 、 ウ ル ブ リ ヒ ト の エ ジ プ ト訪 問 中 に っ い て は 、 次 を 参 照 。RainOrA.

Blasius,`V61kerfreundschaftamNillAgyptenunddieDDRimFebruar

1965.StenographischeAufzeichnungenausdemMinisteriumfUrAuswartige

AngelegenheitenUberdenUlbricht-BesuchbeiNasser,'V`θr6ゆ αんrsん ⑳2∫ 加

Zθ あ8θscん ∫oんむθ,vo1.46no.41998,PP.747～805

30`Hallsteindoctrineindanger,'memorandumbyBamardLedwidge,3
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第二次世界大戦後のイギ リス労働党の外交政策は、NATOを 中心 とした西

側同盟に対する忠誠と、共産主義の拡大に対する恐怖に起因する西側の冷戦政

策への支持 とによって特徴付けられる。 戦後の労働党政権 は英仏協力による

「第三勢力」構想を放棄 して、 アメリカとの同盟を中心にした大西洋共同体を

選択 した。労働党は1945年 か ら1951年 まで、第二次世界大戦後 の秩序が形成

されるまさにその時期に政権党にあり、アメ リカを欧州に 「招 く」 ことに成功

し西側同盟網の構築に貢献 したのである31。しかし、アメリカとの同盟を選択

したことは、冷戦 という環境からは正当化されても、政治思想的観点からは正

当化されず、反共主義が即ち親資本主義、反労働者階級的であるとみなされる

のではないかという、「ロシア ・コンプレックス」があった32。 ここに労働党

が西 ドイツの強硬な冷戦政策を批判 し、また東西関係の改善を狙った独自の政

策を打ち出 した理由がある33。その典型としてヒュー ・ゲイッケル労働党党首

の 「兵力引き離 し」構想があるが、これは中部欧州の非核化を提案 したラパツ

キ計画にも強い親和性を持っ34。

労働党は ドイッ再軍備に対する支持を与えたが、 これも西側が東西関係の改

善に向けて尽力することを条件にしたものであった。ゲイッケルやアーネス ト・

February1965,FO371/183009,PRO。

31「 招 か れ た 帝 国 」 の 議 論 に 関 し て は 、 次 を 参 照 。GeirLundestad,丁 漉Uη`診ed

S観 θsα πd暁s孟 θm伽ropes∫ πcθ1945'From〔E即`rε'砂 ,伽`観`oπ 孟o

Trα ηsα6Zα η,診`01)r碗,(Oxfor(1:0xfor(1UniversityPress,2003).

32LawrenceBlack,``Thebitterestenemiesofcommunism':Labour

revisionist,AtlanticismandtheColdWar,'Coπ`θ 肌porαrッBr蕩sん

H∫s孟orly,vo1.15no.3,2001,p.28;BillJ'ones,Tん θRαss`αCo7η ρZθ劣'地 θ

B漉 ∫sんLαboμrPαr砂 α屈 疏 εSo漉6U漉o几,(Manchester:Manchester

UniversityPress1977)。

33R.GeraldHughes,``Wearenotseekingstrengthforitsownsake':

theBritishLabourParty,WestGermanyandtheColdWar,1951-64,9

CoZdlV7αrH`s孟orツ,vo1.3no.1,2002,PP.67-94. ニ
34ゲ イ ッ ケ ル の こ う し た 姿 勢 に 関 し て は 、KennethO.Morgan,`Hugh

Gaitshkellan(1internationalaffairs,'Coη,6emρorαrッRθcord,voL7no。2,

1993,PP.312-20.



1960年 代 中 期 にお け る イギ リス の デ タ ン ト政 策 、1964年 一1967年 51

ベヴィン、デニス ・ヒーリーら労働党内の主流派がこのようにアメリカの冷戦

政策を受け入れ ドイツ再軍備を支持 した点で 「大西洋主義」者であったのに対

し、党内の左派勢力はアメリカの冷戦政策に批判的であり、また反 ドイッ的感

情が強 く残っていたためでもあった35。こうした労働党の反 ドイッ的感情 は、

西 ドイツの 「力の政治」に対する反発となって表れ、第二次ベルリン危機の際

には、41人 の労働党議員が東 ドイッの事実上の承認を求めたが否決された36。

必然的に労働党は、ハルシュタイン原則を掲げる西 ドイツの政策を苦々しく

思 っていたが、ベルリンの壁の建設はそれまで東 ドイッに対 して持たれていた

平和的なイメージをも崩壊させた。 しかしそれは労働党にとって、東 ドイツの

非人道的な性格を確認する機会であったと同時 に、 ドイッ問題の解決に進展を

生む機会で もあった。ベルリンの壁の建設 の直後、 労働党は党大会 において

「西側大国は現在の ドイッ東部国境を認める用意をすべ きであり、東 ドイッの

政権を事実上認めるべきであり、また中部欧州 における軍備の制限に関する協

定を提案するべきである」との声明を出した37。また、翌年になって労働党議

員の一行は西ベルリンを訪れ、「ベル リンの壁に大 きな衝撃を受 けた」が、 こ

れは第二次世界大戦後の分断された欧州の現実をグロテスクなまでに示すもの

であった。労働党はベルリン問題の解決の前提 として、自らの選択する社会シ

ステムに生 きる西ベルリン市民の自由、西 ドイッか らベルリンヘと至るルート

の保証、 と引き換えに西側が 「ポーランド、チェコスロヴァキアとの ドイッ東

部国境を受け入れる用意をし、 自由選挙を基礎 にした ドイッ統一 という究極的

な目標を保留 し、またそれを阻害することな く、東 ドイッの政体を承認する何

35JohnCallaghan,`TheColdWarandthemarchofcapitalism,socialism

anddemocracy,'Co励 θmρorαrッB漉`sんH`s診orッ,voL15no。3,2001,p.5.

36StefanBergerandDarrenG.Lilleker,`TheBritishlabourpartyandthe

Germandemocraticrepublicduringtheeraofnon-recognition,1949-1973㌧

TんeII`s孟or`cαZc/io乱rη α乙,vo1.45no.2,2002,P.442.

37Rθpor診(ゾ 疏eS`嬬`ε 地Aη,π μαZCoη1∫ θrθπ020ゾ 診んeLα わoμrPαr診ly,1961,

(Westminster:LabourParty,1961)p.163,
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らか の手段 を採 るとい う事実上 の協定 と して、柔軟性を見せ るべ きであ る」 と

表 明 した38。

西 ベル リン訪 問団に参加 し、「大 きな衝撃」 を受 けた ウィル ソ ンも、 そ れが

「人々を侵入 させ ないための 壁で な く、人 々を閉 じ込 め るた め に建 設 され た壁

で あ り、 要 塞 で も砦 で も な く監 獄 の 壁 で あ る 」 と 痛 烈 に 批 判 し

た39。 彼 は 「百 トンの タンク車 を壁 に突 っ込 ませ る」衝動を覚え るほどで あ っ

た と壁 の構築 時の感想 を述 べたが、それを考慮す ると 「この ような暴 力的行動

を行 うとい う自然 な衝動 を抑制 した西 ドイッ人 は本当 に尊敬 に値する」と述べ、

また ヴィ リー ・ブラン ト西 ベル リン市長 の指導力を評価 した40。 ウィル ソ ンは

ベル リンにお ける危機が デタ ントの必要性 をよ り一層明確 に したと主張 し、上

記 の労 働党声 明 と同様、 ポーラ ン ドな らびにチェコスロヴ ァキアの国境線 と東

ドイッの承認 を提案す る一方で、 アデナウアーの強硬 な姿勢 を批判す ることも

忘れなか った41。

ウィル ソ ンは1947年 、 ク レメ ン ト・ア トリー内 閣 の貿 易相 と して ソ連 との

貿易条約の交渉の ため訪 ソ して以来、 ゲイツケルの逝去 に伴 う労働党党首 に就

任す るまで に計12度 にわた りソ連を訪れて いるが、 この こ とで彼 が西 ドイ ッ

よりもソ連の方 に親 しみ を感 じて いたと して も不思議 ではない42。 彼 の13度 目

のソ連訪 問 は、1963年6月 のことで あ った43。 彼 はここでニキータ ・フルシチ ョ

38R¢ ρor60ノ 疏 θS枷 ッー.F∫rs6Aπ πμαZCo嘘r2πcθo/乙 んθ 五 αわo乱rPαr妙,

(WestminsterlLabourParty,1962)1962,p.69.

39SpeechbyIIαroZdVV泥soπ,♂ ηPμ ηρosθ`ηPoZあ ∫es'SeZeo陀d励eecん θs,

(London:WeidenfeldandNicolson1964),187.

401bid。,p.188.

411bid.,pp.188-9,同 様 の 提 案 は ・ 彼 の 著 書 で も言 及 さ れ て い る 。HaroldWilson,

銃2RθZθuα ηcθo∫B漉`sんSoe`αZ`sm,(London:WeidenfeldandNicolson

1964),P.80。

42Hughes,``Wearenotseekingstrengthforitsownsake7:theBritish ゆ
LabourParty,WestGermanyandtheColdWar,1951-64,'op,cit.,p.85.

43`VisitoftheRightHon.HaroldWilson,M.P.,totheSovietUnion,'

memorandumbyH:umphreyTrevelyan,24June1963,PREM11/4894,PRO.
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フ書記長と会談 し、東西関係全般に関する意見を交換した。モスクワでウィル

ソンはフルシチョフとの二度の会談を筆頭に、アレクセイ ・コスイギン副首相

やアナスタス ・ミコヤン副首相、アン ドレイ ・グロムイコ外相等とも会談を行っ

た。また彼は、二十分にわたりテレビ出演をし、多くの昼食会が設けられる等、

ソ連側の対応は非常に鄭重であった。フルシチョフ、 グロムイコとの会談を行

うに過ぎなかった1959年 のゲイッケル訪 ソ時 との対象ぶ りは著 しく、 これは

労働党が次期の総選挙で政権党となる可能性をソ連側が高 く見ていたことの証

左であった。

会談でフルシチョフは西 ドイッの 「報復主義」を批判する一方で、ラッパロ

型の独 ソ条約の締結の可能性にっいて も言及 した。また、 ドイッ統一による強

大な ドイッの誕生が米英仏の利益にはならず、他に選択肢がなければ、ソ連は

東 ドイッと単独で平和条約を締結する用意があることを伝えた。ウィルソンは

「アデナウアーにもウルブリヒトにも敬意を抱いていない」と述べたが、「東 ド

イッやウルブリヒトが存在 しないかのようにふるまうことは意味ないことだ」

とするフルシチョフに対 しては、ウルブリヒトとは平和をもたらすことができ

ないとも伝えた44。ウィルソンに同行 したウォーカーは 「我々は武力による ド

イッ統一には反対する」と述べる一方で、「ドイッがいつの日か核兵器の保持

を欲するのではないかという大きな危険を感 じている」 ことを伝えた。ウィル

ソンは核兵器への接近を欲する西 ドイツに対する 「解答を出すために、イギリ

スが核兵器国であることを放棄するべきであると労働党は信 じている」と述べ

た。労働党がMLF構 想に反対 した背景には、「それが ドイツを核兵器へ と近

づけすぎるか ら」であった。彼は訪 ソ後、「欧州における旧来の展望が変化 し、

今や東西間に新 しい状況を見ることができる」ことを歓迎 し中部欧州 における

44`NoteofaconversationbetweenMr.HaroldWilson,Mr.PatrickGordon

Walker,Mr。KhrushchevandMr,GromykoJune10,1963,'PREM13/4894,

PRO.
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非核化地帯の創設構想を再度明 らかにした 。

この訪 ソから1年 後、再び彼はソ連を訪れた。会談では ドイッ問題について

の合意を生まなかったが、ウィルソンは西側同盟に対する支持を明確にした。

フルシチ ョフは西 ドイツの 「報復主義」を批判 し、今や西 ドイッが西側内部の

問題の種 となっていること、英仏がもはや ドイッ統一を望んでいないこと等を

指摘した。 ウィルソンは西 ドイツ国内の一部 に 「報復主義」的な主張が見 られ

るものの、責任ある立場の人々の間には見 られないこと、 ドイッ問題は潜在的

な危険を孕むので自制が求められること、ソ連は西側か らの譲歩を期待すべき

ではないこと、を伝えた46。

労働党は第二次世界大戦後、一貫 して ドイッ統一に対する支持を与えてきた。

しか し、同時に ドイッ問題でアデナウアーの政策を批判 し、国境線問題や東 ド

イッ承認問題等でSPDの 「小さな一歩(kleineSchritte)」 政策を先ん じて主

張 した理由は、 ドイッ再軍備に対する党内合意を図るためであると同時に、労

働党左派の反 ドイッ人感情を交わすためでもあった47。

さて、その労働党政権が西 ドイツの ドイツ問題に関する認識を直接問いただ

す機会が、1965年3月 に予定された英独首脳会談であ った。会談の前、 カル

ステンスはロバーッに対 して、1959年 のジュネーヴ会談以来、西側か らの ド

イッ問題解決に向けたイニシアティヴがないことに対する懸念を伝え、西 ドイ

ッ政府はソ連が交渉を行 う用意がないか らという理由でいっまで もこの問題を

棚上げにしておくことは出来ないと主張 していた48。西 ドイッ政府や西 ドイツ

知識人は、 ドイッ問題を直接解決する手段がないことに気が付いていたし、そ

うであるならば ドイツ統一が東西デタントヘの前提であるべきとは考えておら

45SpeechbyH:aroldWilsoninP研 ρose`η.Po伽`os,8eZε 伽dβ 加 θcんεs,op。

cit.,P.9.

46HumphreyTrevelyantoFO,4June江964,PREM11/4894,PRO.

47Hughes,``Wearenotseekingstrengthforitsownsake':theBritish

LabourParty,WestGermanyandtheColdWar,1951-64,'op。cit.,p.87。

48FrankRobertstoFO,13January1965,PREM13/329,PRO.
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ず 、 少 な くともそれが同時 に進むべ きで あるとみな していた。 しか し、 ロバ ー

ッによれば、こうした認識を具体的な政策へと動かすような兆候は、西 ドイツ

政府内部には見 られなかった49。イギリス労働党政府としては、この機会を以っ

て西 ドイッに対 し、 ドイッ問題の解決に対 してイギリス政府が熱意を持ってい

ること、イギ リス政府はドイッ統一を犠牲にする形でのソ連 との取引を行う用

意のないこと、を示す必要性を認識すると同時に、「我々は、東西デ タントに

向けた手段によって、統一への具体的な進展が提議されるような雰囲気は創造

されるのだという考えを、彼らがより容易に受け入れるように影響を与えたい」

とも考えていた50。

会談 で、 エアハル トはウル ブ リヒ トの エジプ ト訪問 を憂慮 し、 ドイ ッ問題に

関 して何かがなされなくてはならないとする一方で、幻想を抱いてはいないこ

とを ウィル ソンに伝 えた。 ウィル ソンは、 ドイッ統一 に関 しては忍耐 が必要 で

あることを説 くとともに、 同盟国 とともにイギ リスが その解決 に向けたイニ シ

アティヴを採 る用意 のあ ることを伝 えた51。 エ アハル トは、東欧諸国 の ソ連 か

49`ThepoliticalsceneintheFederalRepublic,'FrankRobertsto

MichaelStewart,1March1965,PREM13/929,PRO.ロ バ ー ッ は こ の 中で 、 国

境 線 と して の オ ー デ ル ・ナ イ セ線 の受 諾 拒 否 、 東 ドイ ッ との 接 触 の 排 除 、 ハ ル シ ュ タ

イ ン原 則 の見 直 しが な い な らば、 西 ドイ ッ と東 欧 諸 国 との 関 係 改 善 が 大 き く進 展 す る

こ とは な い との認 識 を暗 に示 して い る。

50`Bonntalks-March,1965,DraftsteeringbriefbytheForeignOffice

forthePrimeMinister'stalkswithChancellorErhard,'26February

1965,PREM13/929,PRO;`Bonntalks-March1965,Germanyand

Berlin,BriefbytheForeignOffice,'25February1965,FO371/183053,

PRO;ド イ ッ統 一 は ソ連 との デ タ ン トの 結 果 と して の み可 能 で あ る と の 発 言 は、1月

に もた れ た デ ィ ー ン ・ラ ス ク米 国 務 長 官 との 会 談 で もな さ れ て い る。 ウ ィ ル ソ ン は こ

の場 で、 西 ドイ ッ に対 し、 「東 西 関 係 の 改 善 に関 して ブ レ ー キ を か け よ う とす る の は

ま ず 彼 ら だ 」 と して 非 難 して い る 。`Extractofarecordofconversation

betweenthePrimeMinisterandtheUnitedStatesSecretaryofState,

Mr.DeanRusk,atNo,10,Downingstreet,at6。00p.m.onFriday,

January29,1965,'FO371/183052,PRO.

51`RecordofameetingbetweenthePrimeMinisterandtheFederal

ChancelloratthePalaisSchaumburgat8.30p.m,onSunday,7March,'PR
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らの自律を促すために、西 ドイッが東欧諸国との新 しい外交イニシァティヴを

考慮中であることを伝えた。エアハル トはそのイニシアティヴの目的が ドイッ

統一とデタントの促進にあると同時に、第三世界における東 ドイッの地位を上

昇させようとするソ連の試みへの抵抗であることを明 らかにした。ウィルソン

は 「興味深い」と述べ、それがハルシュタイン原則の修正に結びっ くことを期

待 し、「東西間の緊張を緩和する手段は、西側同盟国がNATOの 団結を維持す

る限りにおいて、よいことである」 と述 べた。 また ドイツ統一 に関 しては、

「東西間の感情がより柔軟なものとなった時にはじめて、実現するだろう」 と

も伝えた52。

ロバーッはウィルソンの西 ドイッ訪問をもって、英独関係の基盤が強固なも

のとなり、労働党政権に対 して向けられた幾つかの不信を除去することに成功

したと評価 した53。ウィルソンの西 ドイッ訪問か ら2ヶ 月後、二度の世界大戦

で戦火を交えた両国の関係改善を象徴するものとして、 イギ リス国王が11日

にわたり西 ドイッを訪問 した。 この訪問は西 ドイッ市民か らの歓迎を受け、英

独両国間の感情は根本的に変化 し、 また両国の政策 レベルで もそれが反映され

て重要な分野における両国の政策 はより接近することになることが期待 され

た54◎

2-3.東 ドイツ不承認政策 と リチ ャー ド・ク ロスマ ンの異議

イギ リスが西 ドイ ッのイギ リス労 働党政権 に対す る 「誤解」 を解 いたと確信

EM13/929,PRO,

52`RecordofameetingbetweenthePrimeMinisterandtheFederalGerman
ChancelloratthePalaisSchaumburgat10a.m.onMonday,8March,'PRE
M13/929,PRO.
53`ThevisitofthePrimeMinisterandSecretaryofStatetoGermany,6-9
March,1965,'FrankRobertstoMichaelStewart,2Apri11965,PREM13/929,
PRO.
54`Anglo-Germanrelations:threemonthsaftertheQueen'svisit,'Frank
RobertstoMichaelStewart,2September1965,FO371/183044,PRO.
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し、 またイギ リス国王 の西 ドイッ訪問 が英独 関係 の改善 の象徴 とな る中で、上

述 したよ うに、英独間 にはイギ リスの ライ ン駐留軍 の負担 分担 問 題 やMLF問

題 をめ ぐる大 きな懸案事項が解決で きず にあ った55。 イギ リス労働党 政権 内部

には依然 と して西 ドイッに対す る感情的 しこりは残存 した ままであり、6月 に

チェ ッカーズで開かれた閣僚会議 の際 には、 この軍備 負担 の共有問題 をめ ぐり

閣僚の中か らは非常 に感情的な議論が飛 び出す こともあ った56。 外務 次官 ポー

ル ・ゴアニブースは直後、 マイケル ・スチュ ワー ト外相 に宛て た書簡 の中で、

「ドイッ人 に対 する感情 や好 みはあ るで しょう。それ は結構 です。 しか し、 外

交政策を この ように遂行す ることは出来 ないのです」 と述 べ、 イギ リスに対 す

る西 ドイツの重要性が高 まる中で、感情論で はな く冷静 な国益計算 に基づ いた

外交政策を行 うよう箴言 した57。

これ は西方 局が中心 とな って作成 した政策文書 に結実 した。 「ドイ ツに対 す

る政策」 と題 されたそれ は、 ゴアニブースによる コメ ン トを入 れた後、 スチュ

ワー ト外相によ って8月4日 の閣議 に提出 され た58。 文書 は、 西 ドイ ッと アメ

リカとの関係 に特に大 きな注意 を払 ってお り、西 ドイ ッとの建設 的な関係 を維

持す ることが大 きな国益 であ ると した。特 にフ ラ ンスがNATOの 統 合 軍事 機

構か らの撤退を ほのめか し、 それに対 しアメ リカがNATOの 団 結 を よ り強固

な もの にすべ く努 力す る状況 で は、NATOの 通 常兵 力 を最 も多 く拠 出 して い

る西 ドイッの、アメ リカに対 す る重 要性 が高 ま る ことは容易 に想 像 で きた。

「究極的 には、NATOは 必 要 とあれ ばフ ランス無 しで も存続で きる。 しか し西

55ラ イン駐留軍の負担分担問題 について、以下を参照。HubertZimmerm&nn,

ハ40ηθツ απdSθe醜6ッ'Troops,Mo胤 αrッPoZゆ α掘Wθs診Gθrmα πヅs

RθZα孟`oηsω娩 診んθU航 θdS君 α孟θsα記Brあ α`π,1950-1971,(Cambridge:

CambridgeUniversityPress2002)、

56Hoff,σrossbr髭 αππごeπ砿πdd`ε1)五)R1955-1973,0p.cit.,P.348.

57PaulGore-BoothtoMichaelStewart,15June1965,FO371/183044,PRO.

1965年1月 、 ゴー ドンニウォーカーの補選落選によって、スチュワー トが外相に主任

した。

58`PolicytowardsGermany,'4August1965,CAB129/122,PRO.
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ドイッ無 しには出来ない。NATOの 将来の鍵は、英米独間の協力である」。

NATOの 団結維持のために西 ドイッとの関係を重視す る必要がある一方 で、

イギリスはアメリカがイギリス以上に西 ドイッを重視するあまりにイギリスの

頭越 しに構築される米独同盟を恐れた。「NATO内 における、イギ リスを排除

する形での米独の特別な関係は、(中 略)支 持 しない」。

デタントに関しては、西 ドイッ政府の姿勢は欧州における東西デタントに向

けたいかなる動 きの中でも重要なものであるとみなされた。アメ リカですら、

西 ドイッが望まないような協定を彼らに強制す ることは出来ない・NATOに

おける西 ドイッの影響力を考慮すれば、欧州安全保障の領域におけるいかなる

イギ リスのイニシアティヴも、西 ドイッか らの支持なくしては実を結ばないだ

ろう。「ドイッの主張である国家統一を犠牲にするような問題解決を ソ連 との

間で図っているのではないかという、 ドイッ人が長 らく持ってきたような疑念

を、我々は払拭する必要がある。我々は、東西デタントの雰囲気の中でのみ ド

イッ統一は進展するのであり、 ドイツ統一へ とす ぐに結びっ くような見通 しが

なくとも、適切な軍備管理措置はそのような雰囲気の創造に寄与することが出

来るということを彼 らに説得 しなければならない」。イギ リスが西 ドイッとの

良好な関係を必要 としている以上、西 ドイッによる平和的な国家統一への願望

を考慮 し、ベル リンにおける権利 と責任を保持 しっっ、東 ドイツの承認拒否を

基本姿勢 とするこれまでの政策を継続する必要があった。文書は結論として、

外交政策において死活的な目的を効果的に達成する際には、アメ リカと同様西

ドイッとの緊密な関係を築 くことこそが重要である、とした。

しかし、労働党政府内部の西 ドイッに対する感情的な拒否感は、 この冷静な

国益計算に基づいた対西独政策の遂行への反発 とな って表れることにな っ

た59。スチュワートが閣議 に上記文書を提出した直後、閣議に同席 したリチャー

多

591960年 代 に お け るイ ギ リスの 東 ドイ ツ不 承 認 政 策 につ い て 、 以 下 を参 照。

MarianneHowarth,Br加 加 α屈EαsむGεr肌 απッ,(MPhildissertation
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ド ・クロスマ ンは自 ら覚書 を作成 し、外務省 内部 に回覧 した60。

クロスマ ンはイギ リス中部 の都市 コベ ン トリー選 出の労働党議員で あ り、 ア

メリカの冷戦政策や ドイッ再軍備を批判、第三勢力論を説 き核軍縮を強 く主張

す る労働党左派の集 団 「キ ープ ・レフ ト」 の一員 であ った。 彼の主張 はか な り

左派的で あったため にア トリー内閣で は閣僚 に加 わる ことはなか ったが、 ウ ィ

ルソ ン政権の誕生 とともに住 宅大臣 と して入 閣、1966年 か らは下 院議 長 を務

めた後 に、1970年 以 降 は 「ニ ュー ステイッマ ン」編集委 員 とな る61。

submittedtoUniversityofNottingham,1977);DavidChilds,`Britis田abour

andUlbricht'sstate。Thefightforrecognition,'inAdolfM.Birke,GUnther

HeydemannandHermannWentker(eds.),Grossわ 漉 αππ∫2π μ屈

Os掘 θ碗seんZα 几dsε あ1918,(MUnchen:Saur1992),pp.95.106;GustavSchmidt,

`Diebri七ischeEuropa -Politikunddie"deutscheFrage"(1955/56-1969/70)'
,

inKarlRohe,GustavSchmidtandHartmutPoggevonStrandemann

(eds.),.D臨scんZα 泌Grossわr`孟 α禰 θη一EμroPα'.PoZ`診 ∫scんθTrα 面`oπ θπ,

Pα π πθrseん 瞬 肌dR`oα 互彪 君,(Bochum:Brockmeyer1992),pp.143-56;Colin

Munro,`The&cceptanceofasecondGermanstate,'inBirke,Heydemann

andWentker(eds),σrossb漉 απ漉eη 肌dOsむdθ 碗seんZα 記sθ 琵1918,0p.cit.,

pp.121-301ColinMunro,`BritainandGermanostpolitik,'inAdolfM.Birke

andHermannWentker(eds.),1)eμ 診seんZα 記 肌dRμssZα ηの ηd2rわr朗scん θπ

Koπ 伽 επ翅 ρoZあ 読sθ`む181あ(MUnchen:Saur1994),pp.145-541HenningHoff,

```LargelytheprisonersofDrAdenauer'spolic
y':LaGrande-Bretagneetla

RDA',inUlrichPfei1(ed.),LαRθ μ めZめ 砿εDθ 肌oorα 孟め μθAZZθmα 加1ε θ診

ZンOcc`de碗,(Paris:Publicationsde1'Institutd'Allemandd2Asni6res2000),

pp。189-212;StefanBerger,`BritainandtheGDR:relationsandperceptions

inadividedworld,'Gθrmα πE`s60rッ,voL19no.2,2001,pp.277-82;Stefan

BergerandDarrenLilleker,`TheBritishlabourpartyandtheGerman

democraticrepublicduringtheeraofnon-recognition,1949-1973,'Tん θ

1五sむor`(}αZJoμrη αZ,vo1.45no.2,2002,PP.433-58;Hoff,(3rossbrあ αππ`θπ μπdl

読e.D.DR1955-1973,0p.cit;KrausLarres,`ZwischenallenFronten.

GrossbritamienundderKonfliktumdieAnerkennungderDDRinder

"DrittenWelt"undbeiIntemationalenOrganisatione
n',inAmd

Bauerkamper(ed.),B漉 α加 απd疏 ε σDR,ReZα 孟`oπsα πdPereβ ρ琵oπs`几 α

1)加`dlθd彬orZd,(Berlin:Philo2002),pp.129-52.

60`PolicytowardGermany',memorandumbyBemardLedwidge,16August

1965,FO371/183044,PRO.

61ク ロ ス マ ン の 選 挙 区 で あ る コ ベ ン ト リー 市 は 第 二 次 世 界 大 戦 中 に 大 規 模 な 空 襲 を 受
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クロスマンは、 イギ リスを排除する形での米独関係の構築がイギ リスの国

益を大きく脅かすものである点、東西間の緊張を緩和するいかなる提案 も西 ド

イツの同意が必要である点を確認 し、 ドイツ統一は東西デタントによる雰囲気

の改善の後に達成されるという点についても同意を示 した62。 しか し彼は、東

ドイッの国際的な地位の上昇を妨げる西 ドイッの政策にイギ リスが支持を与え

ることが、かえって東西デタントの雰囲気を悪化させることになると、スチュ

ワー ト文書 とは逆の論理を展開する。「西 ドイツの政策の大 きな弱点の一っは、

統一を達成するという表面上の目的と、ウルブリヒト政権に対する冷戦政策と

の間の明 らかな矛盾である」。 クロスマンに従えば、 ドイッ統一はウルブ リヒ

ト政権の転覆の結果としては生 じず、「東西 ドイッの二っの異 なった社会 シス

テムの間の共存を基盤にして」達成されるのである。「ウルブリヒ ト政権はそ

れを転覆させようとする西 ドイッ政策によって強化されるのであり、それはた

だ 『承認することで崩壊させる』(killingwithkindness)こ とができる」 と

信 じる彼は、「冷戦の雰囲気の中では、 ウルブリヒト主義 は勢力を保っ。 デタ

ントの雰囲気によって、東 ドイッ人が受けている圧制を緩和する条件が創造さ

れるし、その後軍事的緊張の緩和の中で統一は達成されるのである」と主張 し

け た背 景 が あ り、 同 大 戦 中 に破 壊 され た東 ドイ ッ の都 市 ドレス デ ンと も友好 関係 にあ っ

た。 ク ロ ス マ ンは1963年 、 ド レス デ ン市 に平 和 記 念 碑 を建 立 して 両 国 の友 好 関 係 を 築

こ う とす る計 画 を建 て た が、 東 ドイ ッ の不 承 認 政 策 を掲 げ る イ ギ リス外 務 省 と、 駐 英

西 独 大 使 館 か らの抗 議 を受 け計 画 が 頓 挫 した と.い う経 歴 を 持 っ 。 詳 細 に 関 して は、
`Filereproposedpeacememoria1

,tobeerectedinDresdenbythepeopleof

Coventry1963-1964,'MSS.154/3/DR/1/1-38,RichardCrossmanPapers,

ModemRecordsCentre,UniversityofWarwicklProposalfromRichard

CrossmanMPforerectionofwarmemorialinDresdenCathedralpresented

byCoventryCathedra1,inFO371/169329,PRO.な お・ コベ ン ト リー 市 と ド レ ス

デ ン市 と の 関 係 に つ い て は 、 以 下 が 詳 し い 。Howarth,BritainandEast

Germany,op,cit.,pp.232-41;MerrilynThomas,`ldealismasapolitical

too1.TheCoventry-DresdenRelationship1963-1965,'inBauerkamper(ed,),

B伽`π α認 伽GDR,Rθ 厩 ・几sα 滋Pθrcε 画 ・ηs`η αD耀 εd四 ・rZd,・p.

cit.,PP.305-24。

62RichardCrossmantoMichaelStewart,undated,FO371/183044,PRO.
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た の であ った。 ク ロスマ ンの主張 の背景 に は、 ミュンヘ ンの記憶 があ った。 ス

チ ュワー ト文書 が勧告す るよ うな東 ドイ ツ不承 認 政策 は、 実 際 には西 ドイ ツ

「宥和」で あった。 「ドイッ人 はいっ も胸 の中に二 っの魂を抱 いている。 イギ リ

ス人 と和解 したいとい う欲望 は、傲慢 なイギ リス人を打 ち負か そ うとする欲望

によ って均衡 が取 られているのだ。過去、我 々が ドイ ッ人の支援 を仰 ぐために

彼 らに対 して宥和 して いると感 じた時 には、彼 らは感謝でな く侮辱 を もって応

えるのだ。 これ は ミュ ンヘ ンの教訓で はないか。私 はこの点で ドイツ人が変わっ

た とは思 わない」。

クロスマ ンの覚書 は、外務省内で不評 を買 った。 クロスマ ンに対す る返答 は、

西方局長 レ ドウ ィッジが作成 した63。 「我 々の政 策 は、『承認 す ることで ウル ブ

リヒ ト政権 を崩壊 させ る』(killingUlbrichtwithkindness)と い うあ なたの

政策 よ りも、 ドイツにお ける雰囲気の改善 と東西 デ タン トに貢献 す る」。 クロ

スマ ンが主張す るように、東 ドイッを イギ リスが事実上 または法的に承認 した

な らば、NATO内 の 孤立 は避 け られない。「それ は我 々が避 けなけれ ばな らな

いとあなたも同意 す るところの、 イギ リスの国益 に沿 わない米独関係 の創 造へ

と導かれ る」 し、その限 りでイギ リスのデ タ ン トに対す る影響力 も低下 す るこ

とにな る。「ミュ ンヘ ンの教訓 は人 によ って異 なる。私 が示 したいの は、 〔ウル

ブ リヒト政権 は〕承認 によ り崩壊 させ られない ということだ」。 レ ドゥ ィ ッジ

は、「ウルブ リヒ トよ りもエアハル トや ブラ ン トとのほ うが うまく付 き合え る」

と述べ、 イギ リスの東 ドイ ッ不承認政策 に変化 がな いことを確認 した。

ドイツの歴史学者 ヘニ ング ・ホ フは、 クロスマ ンの主 張を 「接近 を通 した変

化」をめざすエ ゴン ・バール的なデ タン ト政策 の最 も急 進的 な もので あると形

容 してい る64。 閣僚 の中には他 に も、西 ドイ ッのSPDの 政 治 家 が主張 す るよ

うな、両 ドイ ッ間 の接触 の増加 を通 した ドイ ッ統一 に賛 同す るもの もいた。 ス

63DraftreplyfromMichaelStewarttoRichardCrossman,undated,FO3

71/183044,PRO.

64Hoff,σrossbrあ α几漉 π 肌d曲DD-R1955-19730P.cit.,P.351.
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チュワー ト外相 はこうした閣議の議論に影響を受 け、駐英西 ドイッ大使ヘルベ

ル ト・ブランケンホル ンに対 しては自由選挙を通 した ドイッ統一の主張を止め

てはどうかと提案するほどであった。 ゴアニブースも、「実際、彼 〔スチュワー

ト〕 は接近 による東 ドイツ政権の崩壊をめざす政策にやや魅了されているよう」

であったと指摘 している65。

イギ リスは、良好な英独関係を維持する理由か ら西 ドイツに対 してはデタン

トに向けた現実的な政策を奨励 し、 ドイッ統一は 「長期戦になるという現実を

ドイッ人に説 く」 ことがイギ リスの利益であると認識する一方で、「前政府の

経験か ら、我々が ドイツ統一 に向けた新 しい提案を出すことは深刻な リスクを

伴 うということを認識 しておかな くてはならない」 と慎重であった66。 スチュ

ワー ト文書が示 したように、 ドイッ統一はデタントの副産物としてのみ達成が

可能であるという認識 もあった。

2-4,ポ ーランド西部国境 としてのオーデル ・ナイセ線不承認政策

1945年 のポッダム協定では、オーデル川とその支流のナイセ川をもってポー

ランドの西側国境線とみなすが、その最終的な確定は講和条約の締結によるこ

とになっていた。 しかしながら、 ソ連がその後にオーデル ・ナイセ線をもって

ポーランドの西側国境線であることを承認 し、また東 ドイッもポーランドとの

間に協定を締結 してこれを補強 したことか ら、オーデル ・ナイセ線の扱いをめ

ぐる東西間の対立は持続 したままであった。

ポーランドの西部国境 に関 しては、イギリス政府 は公的にはそれがポッダム

協定に準拠 し、第二次世界大戦の講和条約の締結を待たなければな らないと主

張 してきた。1959年11月 にイギリスが講和条約まではオーデル ・ナイセ線が

「承認」されないという若干の変更を見せて以降は、 これが イギ リスの公的立

65PaulGore-BoothtoFrankRoberts,50ctober1965,FO371/183054,PRO.

66A.H.CampbelltoLordHood,3November1965,FO371/183054,PRO。
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場 と なった。 その一方で、 イギ リスはマク ミラ ン政権 時 の1962年 に 、 非 公式

会合 の中で ポーラ ン ド系移民指導 者 に対 し口頭で オーデル ・ナ イセ線 の尊重を

示唆 した他、 ポーラン ドの外務 副大臣 に対 して も駐 ポー ラン ド英 大使の ジ ョー

ジ ・クラ ッ トンが同様 の 旨を告 げ、 また オーデル ・ナイセ線 が東西 間の取引の

対象で はな いこと、 ドイ ッの統一 が国境 線を問題視す る ととな く実 現 されな け

ればな らない点 にっいて もポー ラン ドに確証 を与え た。爾来、 ポー ラ ンドはこ

の非公式な保証 を公 にす ることはな く、 アメ リカや西 ドイツに対 す るイギ リス

か らの事 後報告 もなか った67。

ウィル ソン首相 はまだ野党党首 だ った1963年 当 時、 ポー ラ ン ドを訪 問 した

際の記者 会見で 「オーデル ・ナイセ線 に関す る限 り、私 はポー ラン ド政府 と労

働党 との立場 に は相違 がない と信 じてい る」 旨の発言を行 っている68。 しか し、

ウィル ソン政権 は、公 的にはオーデル ・ナ イセ線 が講和条約 を待 って 「承認」

され るとす る従来 の立場 を外交方針 として踏襲 した。

問題 の当事 国であ るポー ラン ドは しば しば、 フ ラ ンスが採 って きた よ うな

「現実的」 な立場 をイギ リスも採 るよう主張 してきた。 っま り、 ドゴール仏大

統領 は1959年 の記者会見 で ドイ ッ統一 が現況 の国境 線 を問題 視 す る こ とな く

実現 され ることに対す る期待 を述べ ていた。 さ らに1965年9月 、 仏 ポ首脳 会

談 の後 にポー ラン ド首相 は、 オーデル ・ナイセ線 が 「フラ ンスによ り承認 され

た」 ことを公表 した69。 ドゴールは これに対 して公に否定 しなか った。

イギ リスが与 えた保証 をポー ラン ドが公 に しない中で、 イギ リスが ただ ポッ

67`VisitoftheSecretaryofStatetoPoland,17-21September,1965,0der-

Neisse7,undated,FO371/183063,PRO.

68`RecentBritishstatementsontheOder-Neisseline',undated,FO371/

183063,PRO.

69PatrickReillytoFO,13September1965,FO371/183063,PRO.エ ア ハ ル

トは これ に対 し、 ポ ー ラ ン ドが 「希 望 的 観 測 」 に基 づ き発 言 して い る に過 ぎ ず 、 国 境

線 は平 和 会 議 にお い て 決 定 す る とす るポ ッ ダ ム協 定 に触 れ 、 西 ドイ ッ の 同 盟 国 が そ の

義 務 に忠 実 で あ る よ う求 め た。Mr.TomkinstoFO,13September1965,FO371

/183063,PRO.
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ダム協定の原則を繰り返すだけではポーランドからの批判に耐ええず、またポー

ランドとの関係の改善の障害ともなっていた。英独関係に襖を打ち込むため、

また非公式の保証を行った保守党が政権を譲 ったため、さらにはフランスか ら

の同様の保証を受けて自信を持 ったポーランドが、イギ リスの保証を依然とし

て公にしない理由はなかった。外務省内では北方局が、ポーランドに対する保

証の内容を公に言明することを含めなん らかの行動を起 こすべきであると主張

していた70。少なくとも、ポーランドに非公式に与えた保証が公になる前 に、

西 ドイッに対 してはイギ リスか らの説明を行 う必要があることは、良好な英独

関係の維持 という観点か らも必要であった。北方局は、9月 のスチュワー ト外

相のポーランド訪問時に、再度三年前の保証を与え、 さらには会談後の記者会

見でオーデル ・ナイセ線が平和条約締結時の取引材料 として用いられるべきで

ないとする旨を表明するよう主張 した。

問題は、やはり西 ドイツとの関係であった。特 に西方局が、英独関係 に与え

かねない悪影響を考慮 してポーランドに対する非公式の保証を公にすることに

強 く反対 した。西方局は、9月 にフランスが行ったオーデル ・ナイセ線の承認

に ドゴールが公の場で言及 しないのは、それが西 ドイツに与える影響の大きさ

を考慮 したものであり、ポーランドに与えた非公式の保証を公にすることは ド

ゴールが行 う以上の悪影響をイギ リスにもたらすのではないかと懸念していた。

同時に、西方局は特にSPDが 政権をとることになれば国境線問題に対 してよ

り柔軟な政策が遂行 されるのではないかと期待 しており、イギ リス政府による

701964年11月 の英独会談の際にも、当時外相であったパ トリック・ゴー ドン=ウ ォー

カーがシュレーダーに対 して、平和条約の締結まで国境線は確定 しないものの、平和

条約がオーデル ・ナイセ線以外の もあとなることが想定できないとするイギ リス側の

認識を伝え、後にそれを公に示す意思を示 したものの、当時MLF問 題 や ライン駐留

軍削減交渉等で西 ドイツに対する慎重な行動を行 う必要があったことから、 ロバーッダ
等 か らの 反 対 を 受 けた 結 果 、 英 独 会 談 で は この 旨 の 表 明 は な か っ た。`Secretaryof

εtαte伊svisittoPoland,Oder-Neisse,'memorandumbyHowardSmithto

DenisGreenhill,5August1965,FO371/183063,PRO.
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時期尚早な行動はそのような柔軟な政策の策定を困難にするのではないかと懸

念 した。駐独、駐仏、駐米大使からも同様の批判を受け、北方局は上記提案を

引き下げた71。

しか し、依然ポーランドが非公式に受けた保証を公にするという確証はなく、

またウィルソン首相が労働党の野党時代に述べた上記 の発言と現政権の公の立

場 との矛盾を記者会見でっかれる可能性 もあった。北方局長のハワー ド・ス ミ

スは、ポーランドに対 して西 ドイツの東方政策に柔軟性が見 られる点を強調 し

てイギリスもこの政策に支持を与えること、 さらに三年前の非公式の保証を再

び行 うこと、を提案 した。同時に、ポーランド訪問の直後、西 ドイッに対 して

はイギリスがポーランドに再度与える保証を西 ドイッにも伝え、将来ポーラン

ドがその保証を暴露することで英独関係が悪化するような事態にならないよう

行動することを決定 した72。

9月17日 の英ポ会談では、スチュワー トが ラパ ッキ外相 に対 して シュレー

ダーの外交政策への支持を表明 し、ポーランドに対 してはそれを妨げることの

ないよう主張 した。スチュワー トは、1962年 の非公式 の保証を再度 ポーラン

ドに与え、同時にこのイギ リスの保証を今度 も公にしないことを求めた。また

平和会議の開催に関 しては、オーデル ・ナイセ線以西の住民の意向を最大限に

考慮する必要があると伝え、さらにその領域の住民がポーランド人であること

は周知の事実であるとも述べた73。記者会見の席上、スチュワー トは国境線問

題が平和会議の開催までは解決 しない ことを強調す るとともに、その際には

「確実に考慮されなければならないのは当該領域の住人の意思である」 ことを

71PatrickReillytoDenisGreenh皿,23August1965,FO371/183063,PROl

FrankRobertstoDenisGreenhill,18August1965,FO371/183063,PROl

M.N.F.StewarttoDenisGreenh皿,19August1965,FO371/183063,PRO.

72HowardSmithtoDenisGreenhi11,2September1965,FO371/183063,

PRO.

73GeorgeCluttontoFO,18September1965,FO371/183063,PRO.
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公に表明 した74。

西 ドイッ国内では、オーデル ・ナイセ線以西の領土が将来の統一 ドイッヘ戻

ることを期待するものは稀であった ものの、 ドイッ統一に関するソ連か らの見

返り無 しにオーデル ・ナイセ線の承認を行 うことに関 しては反対する主張が大

勢であった。英 ポ会談直後、ロバーツは西 ドイッ外務省のラールとの会談にお

いて、西 ドイツの政策にイギ リスが支持を表明 した点にっいて説明した。また、

オーデル ・ナイセ線に関 してはポーランドか らその公的な承認を求め られたが

拒否 した事実を告げ、同時に、スチュワー トがオーデル ・ナイセ線を将来の東

西間取引の対象とは考慮 していないというイギリス側の考えを、ポーランドに

明らかにしたことを伝えた75。

1965年 は、 ウィルソン政権が前政権の基本政策を踏襲す る上 で外務省との

間に合意を形成する期間であった。 ドイッ問題の具体的な懸案事項である東 ド

イツ承認問題とオーデル ・ナイセ線の承認問題は、西 ドイッに対する感情的な

警戒感からイギ リス独自の道を説 く声があったものの、最終的には西 ドイッと

の関係を最大限考慮 したものとなった。この点で、北方局と西方局とのデタン

トのアプローチに関する調子の相違は均衡がとれた ものとなった。

3,イ ニ シアテ ィヴの年、1966年

3-1.フ ランスのデタント政策

イギ リスがデタントの必要性を感 じっつも英独関係に与える影響を考慮 して

積極的なイニシアティヴを採れない中で、欧州におけるデタントの主導権はフ

ランスが握 っていた。 フランスの外交政策、特に ドゴールが対ソ接近を図った

背景にっいては既に多くの研究があり詳述しないが、簡潔に言えばそれはドゴー

'

74FrankRobertstoFO,23September1965,FO371/183063,PRO.
751bid.
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ルが大統領に就任 して以降のフランスの 「偉大 さ」の拡大と、 フランス外交に

おける行動の幅の拡大という戦略の延長上にあったといえる76。

フランスは第二次ベル リン危機ではソ連に対 して強い対決姿勢を示 し、また

キューバ危機時にはアメリカに対する明確な支持を表明していた。1しかし、直

後の米ソ関係の改善とPTBTの 調印によって生 じた東西関係 の改善の兆候 を

受け、フランスは対 ソ政策を根本か ら変更 した。PTBTに 対する明確な 「ノン」

を示 した ドゴールはその成立以前か ら、「アングロ ・サクソンとソ連 との間の

交渉は全て、欧州が関係する他の問題へと拡大するであろうが、それは今のと

ころ欧州人が関与 しないところで行われている」として、デタントによる超大

国 「共同管理体制」が出現することに対する懸念を示 していた77。しか しその

後のデタヌ トは、 ドゴール自らが描 く 「欧州」の建設に失敗 したフランスが舵

を切 った外交の方向であった。

1963年 までには、西欧における政治協力の大 きな進展を目指 したフーシェ・

プランの失敗は明 らかであった。1960年7月 の独仏首脳会談 でアデナウアー

に提示されたこの計画は、EECを 改編 して経済統合 を推進す る他に政治、軍

事協力を統合の領域に含めることで、米 ソと並ぶ第三勢力を構築せん とする壮

大な構想であった。フーシェ ・プランの頓挫は ドゴールを して西 ドイッとの緊

密な協力へと向かわせ、1963年1月 のエリゼ条約へ と結実することになる。

しか し、西 ドイツによりエ リゼ条約の前文に付与された文言の大西洋主義的な

性格により独仏間の基本的な外交政策の不一致を見た ドゴールは以後、独仏枢

軸による米 ソ両超大国からの自律的な欧州の建設という構想を転換 し、外交の

76邦 語 でかかれたものとしては、小窪千早 「フランス外交とデタント構想一 ドゴール

の 「東方外交』とその欧州観一(一 ・二完)」 『法学論叢』(第153巻 第3号 、2003年)

;川 嶋周一 『1960年代、 ヨーロッパ秩序変容期における独仏関係史研究一米欧関係、

ヨーロッパ安全保障 レジーム、経済統合に関する、 ドゴール外交及び西 ドイツ外交に

おける 「ヨーロッパ」政策の協調と対立一』(北 海道大学法学研究科提出博士論文、

2004年)。

77`Franco-Sovietrelations1963-1973,'undated,FCO51/293,PRO.
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舵を東側へときる。彼はソ連 ・東欧諸国との関係の改善を積極的に図ることで、

「大西洋か らウラル」までの 「欧州」の建設を目指すことになった。 ドゴール

は、戦後の分断された欧州と二つの軍事ブロックの存在を克服 し、「デタント、

協商、協力」へと至る一連の過程の中でイニシアティヴを採るごとで、自国の

行動の自由を最大限に確保せんとしたのである。

1964年 になると、フランスが東欧諸国 との直接対話に乗 り出すという観測

が現実味を帯びてきた78。 ドゴールは東側における多中心化の影響に最 も敏感

であった人物の一人であり、特に中 ソ対立やルーマニアの独自外交は、彼にとっ

て東西両陣営の存在を前提にした冷戦構造を変容させる機会 と映 った79。実際

に ドゴールは東欧諸国との関係改善に向けた政策文書の作成を外務省に指示 し

たことを駐仏米大使チャールズ ・ボーレンにも明 らかにした他、 ソ連首相アン

ドレイ ・グロムイコ訪仏の噂 も飛び交 った80。

仏 ソニ国間関係は1964年 以来、急速に改善 していった。1964年1月 の ジス

カール ・デスタン蔵相の訪 ソを皮切 りに翌2月 にはニコライ ・ポ ドゴルヌイ最

高会議幹部会議長率いる一行が フランスを訪問した。8・月にはフルシチョフが

パ リ開放20周 年 のメッセージを国家元首 としては唯一、 ドゴールに送付 し

た81。また、同年10月 には5年 間の貿易協定 を締結 し、翌1965年 にはカラー

テレビ放送の方式であるSECAM規 格をソ連に採用させることに成功 した。貿

易協定の締結後、 フランス政府が与えた長期信用貸 しを背後に仏 ソ貿易は拡大

した。

1965年2月 、 ドゴールは東欧諸国 との和解の必要性を説 き、 ドイッ問題が

欧州問題であるとの認識を示 した。っまり、彼は ドイッ問題が 「大西洋か らウ

ラルまで」の欧州において、諸国が調和 と協力を行 う中で実現するものである

78HowardSmithtoBemardLedwidge,10July1964,FO371/177870,PRO.

79小 窪 「フ ラ ンス外 交 と デ タ ン ト構 想 」、59頁 。

80BemardLedwidgetoP.E.Ramsbotham,22July1964,FO371/177870,

PRO.

81M.D.ButlertoP.Kolmer,28August1964,FO371/177870,PRO.
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と形容したのであるが、 これは欧州における現状の維持を基本的志向としてお

り、その意味では当時のNATOの 基本政策と矛盾するものであったのである。

しかし、 こうした情勢を目の当たりにしても、イギ リスがフランスのデタント

政策に脅威を感 じるまでにはまだ時間を要 した。駐仏英大使パ トリック・ライ

リーは、「彼はそれ 〔大西洋同盟とEEC〕 なしにはロシア人か ら価値 ある対話

者であるとみなされないことを理解 している」 ことを本省に伝えている82。

フランスの対 ソ関係改善は以後 も進んだ。1965年4月 にはグロムイコがパ

リを訪問し、10月 には逆にモー リス ・クーヴ ・ド・ミュル ヴィル仏外相がモ

スクワを訪問した。 ここにきて、 ドゴールの対 ソデタン トが西側の脅威であり、

また東西関係全般の改善を狙 ったものではないとの認識を、イギリス外務省が

抱くに至 った。 ドゴールのデタント政策がフランスの行動の自由を拡大 し、米

ソの間における重要な第三国 としての地位を確立するためであるとすれば、米

ソ関係の改善は、米 ソ両国におけるフランスの比重を低下させる。アメリカに

とって、 フランスはもはや西側同盟の団結に対する脅威ではなくなり、ソ連に

対しても西側を分裂させる挺子としての魅力を失 う。そうであるならば、 ドゴー

ルは米 ソの関係改善を警戒する一方で、西側を分裂する可能性をソ連に信 じさ

せようとしているのではないか。だとすれば、仏 ソデタントは東西デタントの

障害となり、西側の団結にとって も有害である。また、 ソ連 はフランスを利用

して、東西デタントを促進するよりは ドゴールが西側を分裂させるのを待って

いるのではないか。 このようにイギリス外務省は警戒 したのである83。

3-2.フ ラ ンスのNATO軍 事 統合機構 か らの撤退

1966年1月28日 、 スチュワー トは閣議 に 「フ ラ ンス:今 後2年 問 にお け る

82PatrickReillytoMichaelStewart,18March1965,FO371/182941,PRO.

83`Franco-Sovietrelations,伊memorandumbyA.H.Campbe11,24November

1965,FO371/182942,PRO.
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ドゴール将軍の外交政策」 と題する文書を提出した84。彼は ドゴールの外交政

策がイギ リスにとって有害であると規定 し、「残念なが ら我々は現在、その態

度や意図がほとんどの場合我々のそれと敵対するような政権に直面している事

実に向き合わなければならない」 とし、あらゆる手段を使 って精力的に我々を

防御しな くてはな らないと述べた。彼はNATOに 関 して、「NATOの 統合指

令機構か らの撤退を始める更なる一歩が1966年 の早期にもなされるであろう」

と予測し、「たとえ ドゴールを止め られないとして も、我々は被害を最小化 し

な くてはならない」と主張 した。また ドゴールの ソ連への接近にっいて も、

「我々の利益に対する主な危険は、それが西側同盟内部の混乱 と分裂 をおこす

よう図られたものであり、東西関係における根本的な関係改善を妨げるところ

にある」 と指摘 した85。

1966年3月 、 ドゴールがNATO軍 事機構からの脱退を表明することでスチュ

ワー トの予測は現実のものとなり、またそのNATO批 判 はクライマ ックスを

迎えることになった。 ドゴールのNATO批 判は、NATOを 通 した西側の団結

の維持をその安全保障政策の根幹とするイギ リスにとっては受諾できないもの

であった。一方で、ウィルソン首相は ドゴールのNATO批 判が根拠 とすると

ころに関して、多 くのところを共感 して もいた。 ウィルソン首相は3月15日 、

スチュワー トに宛てた書簡の中において次のように述べている。 「我々がいか

に彼 〔ドゴール〕のナショナリズムや反米的な動機、その同盟内における危険

な戦術の使用を非難 したところで、私は彼が欧州における戦争の可能性はここ

84`France:GeneraldeGaulle'sforeignpolicyoverthenexttwoyears,'CAB

129/124,PRO.

85ス チ ュ ワ ー ト文 書 に対 して は、 前 年 の 文 書 「ドイ ツ に対 す る政 策 」 へ の 批 判 と同様 、

ク ロス マ ンか らの異 議 が あ った。 彼 は フ ラ ンス に よ るEECの 超 国 家 的 機 構 化 へ の 反

対 は イ ギ リス の欧 州 政 策 と通 じ る もの が あ る し、 ソ連 に対 す る接 近 は欧 州 に お け る デ
ダ

タ ン トを促 進 す る もの で あ り、 これ らを 理 由 に フ ラ ンス と挟 を保 っ こ と が 得 策 で あ る

はず が な い と主 張 した。RichardCrossmantoMichaelStewart,31」'anuary

1966,PREM13/3221,PRO,
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数年の間に大きく低下 したと結論づけるのには根拠があると思 う。 もしそうで

あるな らば、西側の大国は今や東側とのデタントを促進する方法を真剣に探る

べきではないのか」86。彼は続けて、「私は ドゴールの行動に対処する際には東

西デタントを促進する可能性を低下 させるほど過剰反応 しないように注意する

よう願 う」 とも告 白 している。 ウィル ソ ン首相 にと っては、 この機会 は

NATOが その基本的な目的を再確認するだけでな く、東側 との建設的な関係

を促進する機構 として変容する機会でもあった。「ドイッの分割 は欧州の不安

定要因の最たるものだから、我々は今や、 ドイッ緯一と欧州の安定がただデタ

ントの過程の結果 としてのみ訪れるという根拠の下 に、デタントを推進すべき

ではなかろうか」。西欧の安全を保障するものであると同時に東側 とのデタン

トを追及するNATOと いう役割規定は、欧州における戦争の可能性が低い と

みるウィルソンの認識と矛盾するものではなかった。アメリカを欧州にっなぎ

とめ、西 ドイッをNATO内 で押さえ込み、西側の結束を維持 することが、東

側をしてデタントヘと向かわせるための条件でもあった87。

こうして1966年3月 までには、 ドゴールの外交はNATOを め ぐってイギ リ

ス外務省が 「ルビコンを越えた」と形容するまでに深刻なものになった88。 ド

ゴール外交が東側へ向け加速度を増 して進展する中で、イギ リス外務省内では

ドゴール外交の背景やそれが及ぼす影響にっいて研究が行われていた。これは

「ドゴール外交政策の国際的含蓄」 と題された政策文書とな り、省庁間の議論

の後に防衛海外政策委員会に提出され、各閣僚による同意を得た89。文書 は、

ドゴール外交が東西デタン トに及ぼす悪影響 について次のよ うに指摘 した。

「たとえ ドゴールがソ連との新 しい二国間関係を構築することに成功 して も、

86HaroldWilsontoMichaelStewart,15March1965,CAB164/28,PRO.
87EvelynShuckburghtoMichaelStewart,23March1966,CAB164/28,
PRO.
88PatrickReillytoMichaelStewart,23June1966,FO371/189106,PRO.

890PD(66),18thmeeting,CAB148/25,PRO;`Theintemationalconsequences
ofGeneraldeGaulle'spolicy,'1Apri11966,CAB148/27,PRO.
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それはより良い東西デタントヘと寄与することはまずないであろう。それどこ

ろか、ロシア人はそれを持 って西側共同体に懊を打ち込むのに都合のいいもの

だとみなすだろう。分裂政策がうまく行 っていると彼らが感 じれば、デタント

の見込みは失われる。実際に分裂政策が失敗 したと彼らが判断 しない限 りは、

真のデタントはやってこないだろう」。 フランスのデタン ト政策 とイギ リスの

それとの相違は、NATOの 役割にあった。西側諸国の うちいずれかがフラン

スの例に習い独 自の政策進めたならば、危険は高 まるだろう。「防衛 と同様、

デタントは同盟内における四隅を固めてから出なければ達成できないのだ」。

文書は、世界におけるフランスの独立 した地位を築き上げること自体が ドゴー

ル外交の動機であることを指摘するとともに、 もし選択を迫 られれば西欧はフ

ランス無 しでソ連の侵攻に耐えることは可能でも、西 ドイツの貢献無 しには耐

えられないと述べた。特に危惧されたのが、イギ リスを排除 した形での米独協

力や欧州の利益を損な う形での米 ソ関係の構築、 さらには世界平和を脅かすよ

うな西 ドイッの独立 した行動であった。 このいずれをも防 ぐため、文書はアメ

リカと西 ドイッに対する可能な限 り多 くの影響力を確保することを重視 した。

アメリカや西 ドイッに対する影響力を確保することで影響力の維持を図るこ

とがイギ リス外交の重要な戦略であったが、 ドゴールがNATOか らの離反を

決意 した結果、NATO内 外における西 ドイツの地位、影響力が高 まることが

予想された。フランスがNATOか ら撤退すれば、西 ドイッが 「それに比例 し

て巨大な存在となる」 ことが懸念されたgo。結果、 アメリカに対する西 ドイッ

の影響力も増大するのではないかという懸念があった。西 ドイッがソ連 との二

国間協定の締結に駆 られるのではないかという恐れもあった。「もしフランス

がNATOの 機構だけでなく条約からも離脱するようなことにでもなれば、 ド

イッヘの均衡は乱れ、計 りしえない結果をもたらす」91。

ダ

90`TherelativepositionsofBritainandGermany,'E.」 。W.Bamsto

LordHood,18Apri11966,FO371/190534,PRO.

91`TherelativepositionsofBritainandGermany,'」.A。ThomsontoJ,
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しか し、NATOの 危機 はイギ リスにとっては影響力を拡大する機会でもあっ

た。 この点にっきロバーッ駐西独英大使は、現在の独仏関係の状態と、特にフ

ランスのNATO統 合軍事機構からの撤退が、「1954年に我々が救済活動を行っ

て以来始めて」、イギ リスに 「同盟の将来 という問題にっいて政治的指導力を

発揮する新 しい機会を提供 した」 と指摘する。 この機会は長期的にはイギ リス

がEECに 加盟する問題の解決を図るものであり、将来の ドイ ッに対す る影響

力をも保持できるものでもあった。NATO問 題 を、同盟 を再生する形で解決

することで、「イギ リス政府 はボンにおける影響力を維持 しドイッと欧州 との

緊密なパー トナーシップの基礎を形成する強い立場に立っことができる」 とい

う92Q

スチュワー ト外相は駐英仏大使に対 し、イギ リスは 「東西関係の改善 とデタ

ントヘ向けた努力の望ましさにっいてはフランスと観点を共有 している」 と伝

える一方で、「我々の眼から見れば、 この目的へ向けた事態の進展 は、単独行

動でな く同盟国と合意と調整の下に行 うべ きである」 と忠告 した。 「もしロシ

ア人がNATOは 崩壊 しっっあると考えていれば、彼 らと協定を結 び東西デ タ

ントヘ貢献することは困難であろう。なぜなら彼 らはその崩壊の過程を促進さ

せることに利益を見出す」か らであった93。

フランスが独自でソ連 との関係改善を進めようとも、東西間のデタントを促

進する上でフランスが出来 ることには限界がある点は、英独が共通 して理解す

るところであった。5月26日 の英独首脳会談で ウィル ソンとエアハル トは、

ドゴールの外交には行動の自由がほとんどないことを確認 し、欧州問題の解決

は米英独の三国との交渉でなされることで合意を得た94。

Nicholas,13Apri11966,FO371/190534,PRO.
92FrankRobertstoMichaelStewart,12Apri11968,FO1042/139,PRO.
93`RecordofaconversationbetweentheForeignSecretaryandthe
FrenchambassadoronThursday,2June,1966,27June1966,FO371/
190720,PRO.
94`RecordofaconversationbetweenthePrimeMinisterandtheChancellor
ofFederalRepublicofGermanyat10DowningStreetat12.30p.m.on23
May,1966,'FO371/189215,PRO.
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ライ リー駐仏英大使 が フランスか ら 「ソ連 との真のデ タ ントはフラ ンスー国

では達成 できない」 と述 べた時、 ドゴール はソ連 にいた95。6月 下旬か らは じ

ま った ドゴールの ソ連訪 問は、 フラ ンス大統領 と しての初めての ものであ った

が、 それ以上 に この訪 問が意 味を持 ったの は、NATO軍 事 機 構 か らの脱退 を 、

　
通告 した後だったためである 。

6月30日 に発せられた仏ソ宣言は、特に欧州安全保障、 ドイッ問題 に大 き

な焦点を当てたものとなった。両国は宣言において東西間のデタントを促進す

べ く努力する必要性を確認 し、仏ソ間の更なる協力をもってデタントに寄与す

ることを確認 した97。仏ソ宣言は、1964年 より続いた両国間の緊密な関係を象

徴するものとなったが、同時にフランスの同盟国にとって受け入れがたいよう

な文言の挿入は回避された98。懸念された欧州安全保障会議への支持や東 ドイ

ツの承認といった事項は挿まれなかった99。 ドゴールは ドイッの分割が続 く限

り欧州の安全保障は実現 しないことをブレジネフに伝え、 ドイッ統一がデタン

トを通 してのみ実現することを確認 した。また、東 ドイッの承認に関 しては、

それが人工的な創造物であり承認できないことを伝え、欧州安全保障会議にっ

いてはデタントの結果開催 されるべきであると述べた100。

3-3。 イ ギ リスの 「欧州宣言」構想

高坂正尭 は、1966年 を 「デ タ ントヘの西 側 の イニ シア テ ィヴによ って特徴

付 けられた」年 であ ると形 容す る101。 フ ラ ンスのNATO軍 事 機 構 か らの脱退

95PatrickReillytoMichaelStewart,23June1966,FO371/189106,PRO.

96`VisittotheSovietUnionofGeneraldeGa.ulle,'GeoffreyHarrisonto

MichaelStewart,11July1966,FO371/189113,PRO.

97GeoffreyHarrisontoFO,1July1966,FO371/189113,PRO。

98PatrickReillytoFO,1July1966,FO371/189113,PRO。

99`GeneraldeGaulle'svisittoMoscow:possiblecourseandconsequences,'

memorandumbyBemardLedwidge,31May1966,FO371/189112,PRO。

100GeoffreyHarrisontσFO,1」'uly1966,FO371/189113,PRO.

101高 坂 正 尭 「第 二 次 世 界 大 戦 後 に お け る 緊 張 緩 和 政 策 の 変 遷 」 『法 学 論 叢 』(第96巻
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と仏 ソ関係改善の努力 は、 ドゴールが抱 く 「欧州」の建設を具体化するための、

彼なりのイニシアティヴであった。その ドゴールのイニシアティヴとは別に、

イギ リスと西 ドイッが独立 して構想 したイニシアティヴが、「欧州宣言」構想

と 「平和ノー ト」の送付であった。

1966年3月15日 、西 ドイッ外務省のエルヴィン ・ヴィケル トは駐独英大使

ロバーッに対 して、「平和 ノー ト」を提示 した102。ヴィケル トによれば、 それ

はソ連共産党大会が開催される同月末の直前に、西 ドイッが外交関係を持っ全

ての国家に対 して送付されることになっていた。「平和ノー ト」 は西 ドイツが

ドイッ統一のために犠牲を払 う用意のあること、 ミュンヘン協定がいかなる領

土的重要性ももっていないこと、核兵器製造を放棄すること、を確認するとと

もに、東欧諸国との間に武力不行使宣言の取 り交わしを行い、軍事演習に関す

るオブザーバーの交換を行う二国間協定の締結をする用意があることを明示 し

ていた。ロバーッはこの 「平和ノー ト」を評 して、第二次世界大戦後の西 ドイ

ッ外交政策の 「転換点」であると指摘 し、戦後初めて西 ドイッ外交政策が 「効

果的な武器になった」 ことを歓迎 した103。

歓迎された 「平和 ノー ト」であったが、それは西 ドイッと東欧諸国との関係

改善に西 ドイッが努力する意思を明らかにする一方で、 ソ連、ポーランドに対

してはその外交政策に批判的であり、和解へと向けた西 ドイッの政策 に両国が

応 じていないことを批判する等、イギ リスの視点か らは 「不要に論争的」 で

「東欧諸国か らの敵対的な反応を引き起 こす」ような文言を含んだものともなっ

ていた104。駐ポーランド英大使 ジョージ ・クラットンは 「平和ノー ト」 にお

けるポーランドヘの批判から、 これがポーランド国内における 「怒 りの嵐」を

第4,5,6号 、1975年)頁57。

102FrankRobertstoFO,15March1966,PREM13/928,PRO.

103`RelationsbetweentheFederalRepublicofGermanyandEastern

Europe,'memorandumbyFrankRoberts,24August1967,FCO33/103,

PRO.

104`Germanpeaceinitiative',undated,PREM13/928,PRO,
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巻 き起 こすで あろ うことを予想 した105。 こ う した点 は イギ リス外 務省 内 で広

く共有 されて いた。 スチ ュワー ト外相が語 るように、イギ リスはジレンマにあっ

た。一方で は東 西関係の改善 に向 けた西 ドイッか らの提案 は大変歓迎 され るべ

きものであ り、イギ リスも西 ドイッの こうした傾向を一層促 していく必要があ?

た 。他方 で、平和 ノー トは 「どこか ぎこちな く、特 にポーラ ン ドとソ連 への言

及 に関 して は西側の世論の影響力の ある層 に対 して は逆効果」であった。「我々

はその文書が全体 と して西側あ るいは東側 にお ける非常 に効果的な プロパガ ン

ダとな るのか疑問であ る」。 スチ ュワー トは、 「平和 ノ乙 ト」が こう した点 で修

正をな されな いままで は、東西関係の改善が達成で きるとは思 わ なか った106。

しか し、 こう した 「欠点」 にも関わ らず イギ リスは 「平和 ノー ト」 に対 す る支

持を与 えた107。

ソ連 で は 「平和 ノー ト」が送付 され公表 された3月25日 、 タス通信 が 「騒々

しい プロパ ガ ンダ」 と して提案を一蹴す るとと もに、『プ ラウダ』 紙 も 「ドイ

ツ民主 共和国 に対す る報復主義者」 と批判 した。 ポーラ ン ドも西 ドイ ッが国境

問題の解決の前提 と しての ドイッ統一を要求 し続 けて いるのは非現実的であり、

東 ドイ ッに対 す る何 らの言及がな いと批判 した。 チェコスロヴァキア は 「平和

ノー ト」 が両 国関係を改善 しようとす るいかな る努力 も感 じられない と非難 す

る一方 で、 ミュンヘ ン協定 とズデ ーテ ン問題 に対す る西 ドイツの姿勢 に対 して

はそれを評価 した。 ユー ゴスラヴ ィアは唯一、「平和 ノー ト」 が西 ドイ ツの前

政権 と比較 してよ り柔軟 な政策 にかわ った ことを指摘 した108。

さて、 こう した 「平和 ノー ト」の送付が東西の論争の対象 とな る中で、 イギ

リスが水面下 で進 めていたのが、「欧州宣言」構想 であ った。1966年3月8日 、

105GeorgeCluttontoFO,22March1966,FO371/189172,PRO.
106MichaelStewarttoFrankRoberts,18March1966,FO371/189172,PRO.
107FrankRobertstoFO,18March1966,FO371/189172,PRO.
108`GermanPeaceNote,CommunistReactions,'2May1966,FO371/189173,
PRO.
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イギ リス外務省北方局長 スミスは、面会 した駐英チェコスロヴァキア大使 トゥ

ルフリークから 「欧州宣言」構想の提案を受けた。大使は、現下のところ東西

両陣営間の意見の相違が大 きく、 ドイッ問題や欧州安全保障問題 といった問題

での大 きな進展が見込めない中で、状況の改善に向け小さな一歩を進む必要性

を力説 した。3月10日 、 スチュワー ト外相 と面会 した同大使 は、両国の良好

な関係を歓迎 した上で、「劇的ではない」が 「懸案事項が将来的に解決す るよ

うな条件を作り出すことの出来 るような欧州諸国間の関係改善に向けた控えめ

な手段」を紹介 した109。

具体的に大使 は、両国が共同であるいは関心を有する国 とともに多国間で、

欧州の国家間関係を律する諸原則を声明として表明することを提案 し、声明に

盛り込まれる内容 として以下の6点 を挙げた。1)国 際の平和 と安全を保障する

という欧州諸国の共通の利益に関する宣言、2)主 権、領土保全、国境の不可侵

性、平等、不干渉、武力行使の威嚇放棄 といった諸原則の尊重に関する宣言、

3)国際の緊張を悪化 させることになる行為の自制に関する宣言、4)欧 州におけ

る経済、科学、文化分野の相互協力に関する宣言、5)全 欧州の経済発展に向け

られた欧州諸国間の経済関係に関する宣言、6)経 済、科学、技術、文化分野に

おける既存の欧州の政府、非政府組織を最大 に活用する旨の宣言。

トゥルフリークは西 ドイッ「平和ノー ト」にっいて、それが幾っかの建設的な

点を含んでいることを認めっっも、 ミュンヘン協定に対 しては今なお不適切な

言及がみ られると西 ドイッを牽制 した。 また、彼はデニス ・グリーンヒル外務

次官補佐に対 し、西 ドイッとの外交関係構築を望んでいるものの、現 下の状況

においては不可能であると伝えた110。

スミスは同提案 に対 し、イギ リスとして建設的な態度で対応することが必要

であるとする一方で、「これ らの宣言を行 う動機が、西 ドイッに対抗す るため

109MichaelStewarttoCecilParrott,17March1966,FO371/188497,PRO.
110DenisGreenhilltoHowardSmith,29March1966,FO371/188497,PRO.
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のものではないかという疑念が上がるに違いない」と述べ、宣言が西 ドイッか

ら好ましくない反響を呼ぶのではないかと懸念 した。スミスは、「この宣言が

効果的なものとなりえるかどうか疑問」を持 ったm。 また、 スチュワー トも

同宣言が 「東 ドイッ国家を我々が承認するように受け取 られるような何物に対

しても同意する用意はない」 ことを大使に明 らかにした。また、「東西 の ドイ

ツの間に国際法的に正統な国境線が存在するかのようなことを、我々が承認す

ると取 られるような声明に同意を与えることは出来ない」とも述べた。一方で

スチュワー トは、幾っかの点でチェコスロヴァキアとは意見を異にするものの、

同提案に対する関心 も示 した112。

西 ドイッに対する悪影響を懸念する声 は、ボンで同提案を知ったロバーッか

らも上がった。ロバーッはNATO加 盟国としてのイギ リスとWTO加 盟国 と

してのチェコスロヴァキアという、両国間の本質的な違いを指摘 し、「提案 さ

れたような両国による宣言提案にいかなる大きな利点も見出すのが難 しい」と

して慎重 な対応を求めた。ロバーツは速やかに同盟国と協議を行い、イギ リス

が孤立する危険性を避けるよう提案 した113。同様の懸念は、駐NATO大 使の

イヴリン・シュックバーグによっても示 された114。

こうした中で、1964年4月 以来2回 目となる駐東欧大使会議は、1966年4

月27日 より開催された。ここでは 「欧州宣言」構想が大 きな議題とな り、 グ

リーンヒルはデタントヘと向けた最 も有望な構想 として同構想を紹介 した115。

111HowardSmithtoDenisGreenhi11,8March1966,FO371/188497,PRO,

112MichaelStewarttoCecilParrott,17March1966,FO371/188497,PRO.

113FrankRobertstoMichaelStewart,25March1966,FO371/188497,PRO.

114EvelynShuckburghtoFO,31March1966,FO371/188497,PRO,駐 チ ェ コ ス

ロ ヴ ァキ ァ英 大 使 セ シル ・パ ロ ッ トも ま た、,「欧 州 宣 言 」 構 想 か ら生 じ る結 果 に 対 し

て は消 極 的 で あ り、 誤 った 印 象 を 与 え か ね な い と危 惧 した。 彼 もま た、 「現 時 点 に お

い て は彼 ら と これ ら 『原 則 』 につ いて 共 同 で 声 明 に 署 名 す る こ と は い まだ 時 期 尚 早

で あ ろ う」 と結 論 付 けて い る 。CecilParrotttoMichaelStewart,2Apri1

1966,FO371/188497,PRO.'

115`ConferenceofambassadorsfromEastemEurope,openingdiscussion,

recordoffirstmeetingheldat10。30a。m.onWednesday,27Apri1,'FO371/

188510,PRO.
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会議は、東 ドイツの国際的地位を高めかねない提案に対 しては同意できないと

する留保が上がる一方で、当初は構想に懐疑的だったス ミスやスチュワー トか

らは 「欧州宣言」構想が欧州の安全と安定を高めることを目的とした ものであ

るとの声が上がった。会議 は、「欧州宣言」構想にソ連よりも東欧諸国が関心

を示すであろうことを確認 し、 またこの構想を進めていくことも同意 された。

グリーンヒルは、東欧諸国との関係改善に対する最大の障害が西 ドイッの政

策であると述べた。 また、D.ウ ィルソンは西 ドイッの 「平和 ノー ト」がソ連 ・

東欧諸国か らの好 ましい反応を得ていないことを指摘 し、西 ドイッがより柔軟

な内容をもったイニシアティヴを採 ったな らば 「平和ノー ト」に対する東側か

らの好ましい反応が得られるであろうと語 った。彼は最 も効果的なイニシアティ

ヴとしてハルシュタイン原則の修正を挙 げた116。 こうした西 ドイッ批判 に対

してロバーッは、西 ドイッがハルシュタイン原則を放棄できずにいるものの、

その適用には柔軟性 も見られることを指摘し、西 ドイツが東欧諸国 との関係改

善を欲 していることを説明した117。

会議は最後に、東欧諸国との関係改善をソ連 との関係改善に優先 して図る必

要があることを示 した118。ス ミスは今後二、、三年の うちは、 ソ連は国内経済

の再建に力を傾倒 させる必要があり、 ソ連 との関係 において大きな進展が臨ま

れる時期にないと述べる一方で、東欧諸国内における経済改革が進展すればソ

連か らの自立傾向が強くなり東側の多中心化が進むであろうこと、よってここ

に建設的な政策を進める機会が存在すると指摘 した。「欧州宣言」構想を強 く

116`ConferenceofambassadorsfromEastemEurope,generalpolitical

discussionII,recordoffifthmeetingheldatlla.m.onFriday,29Apri1,'

FO371/188510,PRO.

117`ConferenceofambassadorsfromEastemEurope,generalpolitical

discussionI,Recordofsecondmeetingheldat3.30p。m。onWednesday,27

Apri1',FO371/188510,PRO.

118`ConferenceofambassadorsfromEastemEurope,finalpolitical

discussion,recordoftenthmeetingheldat3,30p.m.onMonday,2

May,2FO371/188510,PRO.
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支持 した一人が このス ミスであり、彼は 「将来の変化の種は 〔ソ連ではなく〕

他のどこか別の場所にある」 と述べ、「欧州宣言」構想に加えて東欧諸国 との

貿易規制の撤廃を主張 し、 また人的交流の増大などによる文化交流の促進を唱

えたQ

外務省内ではゴア=ブ ース事務次官が、NATOが ドゴールの軍事機構か ら

の脱退表明に対する対応を迫 られている中で、「欧州宣言」構想 を理事会議題

の姐上に載せる必要性 にっいて疑義を表明した119。 しか し、NATOを 通 した

協議無 しにイギ リスが単独でチェコスロヴァキアとの協議を進めた場合の同盟

諸国からの反響 も考慮 しなければならなか った120。外務省はこうした指摘を

受 け、 まずアメリカ国務省と「欧州宣言」構想にっいて議論 した。結果、アメリ

カ側も同提案に対する大きな興味を示 したこと、また、チェコスロヴァキアか

らの提案にアメリカと超国家機関への言及がないことか らフランスか らの同調

も得 られるだろうとの見込みの下、外務省北方局における議論の末、イギ リス

はチェコスロヴァキアに対 して反応を示す前にNATOで 加盟国の反応 をみる

ことになった121。

ス ミスとともに 「欧州宣言」構想に強い関心を示 したのが、スチュワー トで

あった。彼は 「欧州の一部であるという感覚はチェコスロヴァキアでは依然強

く、 このアプローチが欧州における対話へと従事す るという真摯な試みである

と理解されるならば、私はそれをはねのけるのは誤 りであると思 う」 と述べて

いる122。勿論、チェコスロヴァキアから提案された6っ の原則に関 しては、

い くっかの問題 があ った。経済協力 につ いては、EECあ るい はEFTAと

CMEAと の間における経済協力は好ましくなく、二国間協力で進め られるこ

119PaulGore-BoothtoLordH:ood,2May1966,FO371/188497,PRO.

120E。 」.W.BamstoPaulGore-Booth,5May1966,FO371/188497,PRO.

121PatrickReillytoMichaelStew&rt,25March1966,FO371/188497,PRO;

PatrickDeantoFO,1Apri11966,FO371/188497,PRO;HowardSmith

toDenisGreenhi11,28Apri11966,FO371/188497,PRO.

122MichaelStewarttoEvelynShuckburgh,12May1966,FO371/188497,PRO。
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とが必要であった。それ以上に問題であったのが、諸原則が幾つかの点で欧州

の政治的な現状の維持を前提にしていることであった。この点に関 しては、西

ドイッの 「平和ノー ト」の内容を盛 り込むことで、同盟国か らの批判を交わそ

うと考えられた。

6月20日 、スチュワー トはウィルソン首相 に宛てて書簡を送 った123。「欧州

安全保障会議に対する支持がほとんどないのは、会議が ドイッ問題を深 く議論

しなければ何の意味をも持たないことがわかっているか らです。また、 ドイッ

問題に関しては共産主義諸国 とNATO加 盟国の立場が余 りにかけ離れてお り、

大 きな進展 は今の ところ見込 めません。 しか し、私 はNATO加 盟 国と他の

NATOに 加盟 していない西欧諸国、多 くの東欧諸国が署名で きるような内容

の、原理や目的を定めた声明を案出するのは可能ではないかと思います」。ウィ

ルソン首相 も同意 した124。結果、6月 の下旬 に計画委員会において、 イギ リ

　　　

ス側の宣言草 案が作成 され、 これ は7月5日 に閣議了承 された 。

こうして、欧州問題の中核であ る ドイッ問題 に直接触 れ ることな く、 イギ リ

スはデタン トを遂行す るイニシアティヴを自 ら採 る ことにな ったので ある。

3-4.「欧州宣言」構想の展開

NATOが 欧州のデタントヘ貢献する意思を明らかにする必要 のあ った1966

年6月 のNATOブ リュッセル会議前に 「欧州宣言」提案を議論の姐上に載せ

ると、時間の不足を理由に同提案に対する関心が示 されず、将来の討議対象 と

さえならなくなるのではないかと恐れたイギ リスは、ブリュッセル会議後の6

月22日 、理事会の場で事の経緯を説明して加盟国の意見を窺 った126。提案 は

ノルウェー、ギリシャ、デンマーク、ルクセンブルク等か らの歓迎を受けた。

123MichaelStewarttoHaroldWilson,20June1966,FO371/188498,PRO.

124MichaelPallisarD.LMorphet,25June1966,FO371/188498,PRO、

125CAB148/25,5July,1966,PRO。

126LordHoodtoEvelynShuckburgh,23May1966,FO371/188497,PRO,
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フランスはNATOが デタン トに関与す るのを嫌 ってお り、いかなる提案 も

NATOに よってなされたならば、それはWTOの 求心力を強めるだけである

と述べた。 フランスは 「欧州宣言」がNATOと して関与す るのではないこと

を知 っていたが、NATOか らの情報漏洩によりソ連が反応 し、東西関係 に悪

影響を及ぼすのではないかと懸念 した127。駐NATO西 独大使 ヴィルヘルム ・

グレーヴェは、「欧州宣言」構想が東 ドイッの承認にいた らないように注意を

払う必要性を主張 しっっも、これが西 ドイッ 「平和ノー ト」の内容に沿うもの

であると述べた128。

グレーヴェから消極的な反応を受けなかったことにイギ リスは安堵 したが、

7月13日 、西 ドイッ外務省のハンス ・ルーテと会談 したロバーッは、西 ドイ

ツ外務省が抱 く 「欧州宣言」構想への消極的姿勢に直面 した129。西 ドイッは、

共産主義諸国が従来プロパガンダとして主張 してきた表現が 「欧州宣言」の草

稿中に多 く、「欧州宣言」への署名がそうした表現に西 ドイッが受容 したとの

誤解を与えかねないことを警戒 した。それに加え、「自由」や 「民主主義」 と

いった西側の重視する概念が草稿にはなく、東側との交渉でこうした文句が挿

入されることは考えにくいと主張 した。15日 にロバーッは再 び西 ドイッ外務

省のヴィケル トと会談 したが、彼はルーテと同様の懸念を伝えると同時に、情

報の自由移動といった西側諸国が重視する原則を盛 り込んではどうかと提案 し

た130。また、西 ドイッからは ドイッ統一 との関連で民族の自決にっいて も言

及するよう要請があった。

イギリスの草案に対 して、 アメリカからはそれがアメリカを排除した形の欧

州 という印象を拭いきれないという批判があった。「イギ リスによって提案さ

れた宣言草稿 は欧州、欧州の国家、欧州の人々、欧州の伝統にのみ集中 してお

127PaulGore-BoothtoLordHood,7July1966,FO371/188498,PRO.

128EvelynShuckburghtoFO,22」6ne1966,FO371/188498,PRO.

129FrankRobertstoFO,14July1966,FO371/188499,PRO.

130FrankRobertstoFO,16July1966,FO371/188499,PRO。
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り、 これは欧州問題の解決におけるアメリカの役割を排除する工作を容易にし

かねない。これはイギ リス草稿の意図するところではないけれども、現在の草

稿はそれを読む多 くの人に対 してそのような不幸な印象を与 えかねない」。 ま

た、「欧州宣言」自体にNATOが 加わるべきであるとするアメリカの提案もあっ

た。そうすることで、「共産主舞政府との長期に渡 るデ リケー トな交渉の必要

はな くなるし、共産主義者の同意に 〔提案の成否が〕依存することもなくなる」。

しかし、宣言が東側 との交渉を経ずNATOと して発せ られたな らば、 西側の

対抗宣言あるいは単なるプロパガンダ行為だとみなされるのではないかとイギ

リスは懸念 した131。NATOが 関わることになるとフランスか らの支持が得 ら

れないことも明らかであった。

8月5日 、 ジョージ ・ボールと会談 した駐米英大使パ トリック ・ディr・ンは、

再びアメリカの 「欧州宣言」構想に対する消極的な姿勢 にあう132。ボールは

アメリカを欧州か ら排除するような文言に対 して非難を加え、東側との交渉の

非現実性を問題視 した。その上でボールは、現在の草稿ではアメリカが支持で

きないことを明確に伝えた。

スミスは、こうしたアメリカからの抵抗を前にしても、それを草稿の修正に

よって交わすべきであると主張 した。 アメリカの考えはイギ リスとは 「完全に

異なった概念であり、私 はそれに大 きな価値を見出さない」 し、「我々は、 も

し宣言を出すならばNATOに よってなされるべきとす る彼 らの提案 に抗 する

べきである」。イギ リスの提案の本質は、「東欧諸国と幾っかの議論を試みるこ

と」にあった。議論が宣言草稿への合意に至 ることが最 も望 ましいが、実 は

「その議論そのものがこの企画の最 も価値ある部分なのかもしれない」 と考え

るス ミスは、「アメリカとの合意の不在が彼 らとの関係を非常 に悪化 させたり、

131UKDELNATOtoFO,22July1966,FO371/188497,PRO;PatrickDean

toFO,19July1966,FO371/188499,PRO.

132PatrickDeantoDenisGreenhi11,17August1966,FO371/188500,PRO.
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NATOに 悪影響を及ぼすことを恐れる必要はない」 としてあ くまでイギ リス

の描 く形での 「欧州宣言」構想に固執 した133。

アメリカや西 ドイッか らの必ず しも積極的であるとはいえない反応を受け、

駐NATO英 大使のシュックバーグは、 ライン駐留軍問題で両国 と問題 を抱え

る中で 「意見の一致 しない問題をさらに加えるような ことをしたくない」 とし

て、イギリスが 「欧州宣言」構想にこだわる理由にっいて疑問視 している134。

イギリスの宣言草稿が議論 された9月14日 の特別会議で も、事態 は改善 しな

かった135。イギ リスは、構想の対象が欧州諸国に限定されるかのような印象

を取 り除 くために宣言草稿を改訂する意思があり、 ドイッ統山に関しては文書

内に言及 されるものの 「自決」原則に関 しては東側が受諾する可能性 はなく回

避 されるべき旨を述べた。 これは、このような 「控えめな」提案の中に論争的

な表現を用いるべきでないとするベルギーか らの支持を得たが、西 ドイツのグ

レーヴェは東西関係の改善を狙った 「控えめな」提案を進めるためだけに、西

側の基本的原則を犠牲にすべきではないと批判 した。9月22日 のNATO会 議

にはスミスが出席 し、彼はここでアメリカ提案が東西関係の改善に何 ら進展を

もたらさないこと、イギリス提案は控えめであるけれどもそれだけ効果的であ

ることを力説 した136。

イギリスがアメリカや西 ドイッとの良好な関係を維持する必要性を持っ一方

で、両国が必ず しも支持 しない 「欧州宣言」にここまでこだわる背景には、何

があったのだろうか。当時イギ リス外務省は、 ドイッ問題 と欧州安全保障に関

する議論を進めていた。 この議論は計画委員会が作成 した 「ドイッと欧州安全

133`AproposeddeclarationonEurope,'memorandumbyHowardSmith,

25August1966,FO371/188500,PRO。

134EvelynShuckburghtoLordHood,3September1966,FO371/188500,PRO.

135EvelynShuckburghtoFO,15September1966,FO371/188500,PRO。

136`CommitteeofPoliticalAdvisers,discussiononEast/Westrelations

withexpertspresent,'undated,FO371/188500,PRO。
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保障」と題する報告書に結実 し、9月 に外相の承認 を得た137。イギ リスの欧

州安全保障への姿勢を示す この報告書は、今後西側同盟国がとりうる方向とし

て、四つの選択肢を示 している。それ らは、1)何 もしない、2)ド イッ問題 と

欧州安全保障に関する最終解決を狙 った新たな政策の策定、3)2)の 両問題の

最終解決が現時点で不可能なことを考慮 しっっ、それらの問題に対する限定的

な進展を目指 した、より控えめな政策の策定、4)ド イッ問題 の解決 といった

大 きな問題の解決それ自体は目指さずに、東西間の政治的雰囲気の改善を目指

した控えめな政策の策定、の四つである。

西側同盟国 として何 もしないことは一っの魅力的な選択肢ではあった。西 ド

イッの国内世論は ドイッ統一に関 してこれまでにな く和 らいでおり、その進展

状況を静かに見守 っていく必要があった。三年前には不可能であった 「平和ノー

ト」の送付に見 られるように、西 ドイツ政府がこれまでの政策を変更 してさら

に多 くの譲歩を行 う可能性 もあった。 しか し、NATOが 東西関係 の改善 のた

めに何 ら行動を起 こさないことは、それを求める西側各国の国内世論を抑える

意味で好 ましくなく、 ドゴールのデタント政策 に対抗する上でも都合が悪かっ

た。 ドイッ問題 と欧州安全保障に関する問題を包括的に解決することを狙 った

提案は、過去 に行われた幾多の提案 と同様、それが国内世論に対 してのアピー

ルともなった。西側が ドイツ統一に対 して真摯であること、東西の緊張の緩和

に積極的であることを示すことで、 プロパガンダ上の利益 もあった。 しかし、

東西間の基本的政治姿勢が大 きくかけ離れている以上は、包括的提案が具体化

される見込みは殆どなかった。 ドイッ問題を扱う以上、東 ドイッの扱いをめぐっ

て議論が進展 しないことは容易に想像できた。 こうした点は、両問題に対する

限定的な進展を目指した政策 に対 しても当てはまった。また、 ドゴールがこう

した西側の提案に同調する見込みも小 さかった138。

137`Germanyan(1EuropeanSecurity,'undated,FO953/2499,PRO.

138PatrickReillytoJohnNicholls,1September1966,FO953/2499,PRO.
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その上でこの報告書は、 ドイッ問題に触れることな く東西間の協力を進展さ

せることで東西間の雰囲気の改善を図ることを、控えめであるが最も可能性の

ある方向として結論付けた。「欧州宣言」構想はこの流れにあり、経済、技術、

文化協力といった非政治的協力がデタントの基盤 とされた。

本稿の第一章、第二章で示されたように、イギ リス外務省はデタントに対す

る期待 と同時にアメリカ、西 ドイッ両国との良好な関係を維持する必要性も感

じていた。「欧州宣言」構想 は、この二つの変数のちょうど均衡が取れ る点に

あり、 また最 も可能性のある選択肢であるとも認識 されていた。

さて、 イギ リス外務省は同盟国から寄せられた諸点を考慮 して宣言草稿を改

訂 した。 アメリカを排除 したような印象を与えない文面に訂正 したほか、西 ド

イッの主張であった 「自決」原則を ドイッ問題とは絡めずに国連が定める諸原

則に言及 したパラグラフ中に挿入 した139。その結果、10月21日 にヴィケル ト

と会談 したスミスは、前者から新草稿に対する支持を得た140。また、シュレー

ダー外相 も、ジョージ ・ブラウン外相 と会談 した折 に、西 ドイッと東欧諸国と

の関係を妨害 しないよう求めつっも、「欧州宣言」構想に対す る西 ドイッ外務

省内の同意があることを伝えた141。イギ リス草稿 は11月3日 のNATO会 議に

おいて多 くの支持を集めた。アメ リカからは文言に関する幾っかの難点が指摘F

されたものの、会議はイギリスがチェコスロヴァキアに対 して草稿を提示 し、

反応を見ることで一致 した142。こうして、「欧州宣言」 は12月13日 、 チェコ

スロヴァキァに手交されたのである143。

139HowardSmithtoLordHood,60ctober1966,FO371/188501,PRO.

140HowardSmithtoAndrewStark,240ctober1966,FO371/188501,PRO.

141`ExtractfromrecordofameetingbetweentheForeignSecretaryand

theFederalGermanMinisterforForeignAffairsattheMinistryof

ForeignAffairs,Bonn,onFriday,4November,1966at10.15a.m.,'PR

EM13/2114,PRO.1966年9月 、 内 閣 改 造 に よ り外 相 は ス チ ュ ワ ー ト に 代 わ り ブ ラ

ウ ン に な っ て い る。 多

142EvelynShuckburghto:FO,3November1966,FO371/188501,PRO.

143・WilliamBarkertoFO,13December1966,FO371/188501,PRO.
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4.イ ギ リスのデ タン ト政策の拘束要因、1967年

4-1.「欧州宣言」構想の頓挫

1967年1月 に入 り、チェコスロヴァキアか らの反応 があ った。 チェコスロ

ヴァキアは、欧州問題の解決の必要性に重点を当てたイギ リスの宣言草稿に難

色を示し、宣言が欧州の現状を承認 し恒久化させるようなものになることで欧

州の安定は得られるであろうと伝えた144。またチェコスロヴァキアは、欧州

宣言を両国の外相訪問時のコミュニケの付属文書にしてはどうかと提案 したが、

イギ リスはこれを拒杏 した。チェコス・ヴァキアが同提案に対する積極的な姿

勢を失ったと判断したイギ リスは、独自で東 ドイッを除 く他のWTO加 盟国 と

個別に接触することを決定し、各国に宣言草稿を呈示 した。

チェコスロヴァキア側との会食で反応を見てきた駐チェコスロヴァキア英大

使ウィリアム ・バーカーによれば、両国の欧州宣言によせる思いは 「根本か ら

相違 してお り」、宣言が含む文言 に関 して も大 きな意見 の開 きがあ るとい

う145。両国間には、欧州宣言に対する根本的なアプローチの相違が あづた。

イギリスが考える 「欧州宣言」構想は、解決が不可能である東 ドイッの承認や

オーデル ・ナイセ線の承認 といった問題の解決に関 して、宣言の採択 により雰

囲気をまず改善させることで、将来的に解決する土台を構築することを狙った

ものであった。チェコスロヴァキアは 「欧州宣言」にっいて、「は じめにこう

した問題の幾っかに関する協定に至ることで雰囲気の改善を狙 うもので、その

逆ではない」という狙いを持っていた。チェコスロヴァキアは、イギ リスの宣

言草稿に掲げられる諸原則に対する反対はないものの、草稿がオーデル ・ナイ

セ線や東 ドイッの承認といった解決困難な問題に言及するほどには 「十分 に大

胆でない」ことも不満であった。バーカーは、イギリスが臨むような形での欧

144WilliamBarkertoFO,11January1967,FCO28/1,PRO.
145WilliamBarkertoFO,21January1967,FCO28/1,PRO.
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州宣言構想の追及にチェコスロヴァキアは利点を見ていないことを外務省に伝

えた。

2月6日 より一週間にわた り、 ソ連か らコスイギンがイギ リスを訪問 し

た146。ウィルソン首相は前年の7月 にWTOが 行ったブカレス ト宣言について

言及 し、東側が提案 した欧州安全保障会議を適切な時期に開催することにっい

ては異論はないものの、会議が成功するような条件を整えることが先決ではな

いかと指摘 し、 この点でイギ リスがチェコスロヴァキアと接触 していることを

伝えた。グロムイコはイギ リスとともに欧州安全保障会議に関する準備 グルー

プの創設を提案 したが、「欧州宣言」構想に関する回答はなかった。

1967年4月20日 、チェコスロヴァキアからのイギ リス草稿に対する反応が、

覚書 という形でイギ リス側に手交された。覚書はイギ リス草稿 と同様、欧州に

おける平和 と安定のために、全ての国家は国際緊張を悪化 させたり軍拡を激化

させたりするような行動を慎むべきであり、また欧州の繁栄と福祉が、経済、

文化分野における協力によることを確認 した。その一方で、覚書は欧州の現状

維持の必要性を強調 している点にその特徴があり、イギ リスはこの覚書の中に、

東 ドイッの国際的な地位の向上を図ろうとする意図を明 らかに感 じた。覚書は、

欧州における平和の達成のためには 「第二次世界大戦の結果として生 じた、欧

州大陸における社会、政治、領土的現状の尊重がその不可欠の条件」であると

述べており、東 ドイッを含むような 「全ての欧州諸国の主権の平等」や 「国内

問題への介入、主権の制限の回避」が、国家関係が基礎をおく原則に数え られ

　　マて い た
。

146`RecordofmeetingbetweenthePrimeMinisterandMr.Kosyginon

Thursday,February9th1967,at9.45,'PREM13/2114,PRO;`Recordof

meetingbetweenPrimeMinisterandMr。Kosyginat10DowningStreet

onFriday,February10th1967,at10.45&.m.,'PREM13/2114,PRO.

147`BasicthesesexpressingCzechgslovakideasconcemingthewaysand

meansofsupportingthefundamentalprinciplesgoverningrelations

betweenEuropeanStates,'undated,FCO28/2,PRO;`Declarationon

Europe-Czechcomments,夢undated,FCO28/2,PRO.
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チェコスロヴァキア案の根本的な問題 は、それが 「進展がいまだ見込めない

ような政治問題の解決を過度に重視 しており、具体的な協力を十分に重視 して

いない」点にあった。それ以上に、東 ドイッの承認と政治的な現状の維持を意

識させる文言 も問題であった。西 ドイッが挿入を主張 した自決権原則への言及

　　　はなか
った 。

チェコスロヴァキアか らの反応に加えて、 ポーランドからの反応 もあった。

ポーランドはラパッキ外相が2月 に訪英 した際に 「欧州宣言」構想にっいて関

心を示 していたが、 ラパッキは 「欧州宣言」が武力不行使や内政不干渉原則に

集中するべきであると伝えていた149。ポーラン ドか らのコメ ントは、 イギ リ

スの草稿がブカレス ト宣言で示されたような諸原則と類似 しているので、その

点で異論はないものの、「我々の大陸の特別な政治的状況を十分 に考慮 に入れ

る」必要性があると指摘 し、欧州の現状の維持が議論の出発点にあることを示

唆 した150。コメントは、イギリス草稿が経済、文化、科学協力を重視す る一

方で、欧州安全保障の出発点であるべき欧州の政治的現実の尊重が、十分適切

に反映されていないことを問題にしていた。 ポーランドが具体的に重視 したの

が、中部欧州における軍備管理であった。欧州問題の解決には長期的な準備が

必要であり、今は特定の問題に尽力すべきである。ポーランドが提案したのは、

武力の行使または威嚇の禁止 と国内問題への介入の禁止をうたう国際条約の締

結であった。 こうした諸点は、7月 に再度 イギリス側に届けられた覚書の中で

も繰 り返 し強調された151。

以後、「欧州宣言」構想をめ ぐるイギリスと東欧諸国間の接触は急速 に減少

した。両者の間には、国家間関係の原則を表明することで東西の関係改善を行

1481bid.

149HowardSmithtoJ.C.W.Bushe11,3March1967,FCO28/1,PRO.

150`PolishcommentontheBritishproposalsforadraftDeclarationon

Europe,'27Apri11967,FCO28/2,PRO.

151ThomasBrimelowtoFO,12July1967,FCO28/2,PRO。
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う重要性については合意が存在 したものの、 どのような原則をどのように表明

するのか、内容と手段の両面で合意には至 らなかった。東側諸国は欧州の政治

的現実、そ して特に東 ドイツの国際的な地位の向上にっながるような内容を含

む宣言にイギリス側が草案を変更 しない限り、「欧州宣言」 に署名する意図が

ないことは明 らかであった。両者の間に欧州問題をめ ぐる本質的なアプローチ

の相違があったことは、東西対話の促進を狙 った 「欧州宣言」構想の限界でも

あった。「欧州宣言」構想は、「現在のところ、我々が欧州宣言の草稿をめ ぐり

進展を迎えることはありそうにない」として、1967年 の半ばには静かに放棄

　　　さ れ る こ と に な
っ た 。

4-2.ア ルメル研究への期待

イギ リスの独 自のイニシアティヴであった 「欧州宣言」構想が、東欧諸国と

の認識の相違からこうして幕を引いた一方で、イギリスは西側の同盟国内でデ

タントヘのアプローチを固めるため、アルメル研究に積極的に関与することに

なった。イギ リスがNATOを 通 してデタントを議論する必要を感 じたのは、

フランスがデタントに対するNATOの 役割に批判的であり、 ソ連の軍事的脅

威を抑止するために創設されたNATOの 正当性が疑われた ことに加え、当時

のアメリカがベ トナム戦争に力を傾斜す る一方でNATOか ら次第に離反 して

いくのではないかという不安を感 じていたからである153。

152E.」.W.BamestoH.W.King,6September1867,FCO41/218,PRO。

153駐 米英大使パ トリック ・ディーンが欧州統合 と緊密な大西洋関係の両者が対立す

る限りにおいて、「私は長期的に見れば、前者に対するアメリカの利益 は後者に対す

るアメリカの思い入れ以上に長続きすると判断する」 と伝えたことに端を発する。

NATOの 創設要因であったソ連の脅威が減少する一方で、西欧は急速 な経済発展と

ともに国力を回復させてきた。 しかし、キューバ危機やベルリン危機では、 アメリ

カの軍事力が頼 りだった。同盟国はほとんど何 もなしえなかった。 また、ベ トナム

戦争においてはNATOが な しえるこζはほとんどない。MLF構 想 が失敗する一方

で米英独の駐留費相殺交渉に西 ドイツが好ましい反応を示さない。 もしアメリカが

NATOを 重視 しなくなれば、「時が満ちれば欧州問題 に関 してソ連 と直接交渉 に入

る」ようになるだろう。「ベ トナム問題があるにも関わらず、米ソ対話の再開の条件
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外務省西方局が 出 した回答 が、 「大 西洋 と欧州 の二 っ の馬 具 を装 う

(AtlanticandEuropeindoublehamess)」 ことであ った154。 イギ リスは

EECへ の加盟申請を行 って欧州統合へ と積極 的に関与 していぐとともに、

NATOの 中でアルメル研究に積極的に関わることで、NATOの 正当性を回復

しデタントの足場を築 くことを決意す る。

1966年12月 のNATO閣 僚理事会 によ り開始が決定 されたアル メル研究

(「将来の同盟の任務」研究)は 、1967年 初頭の手続 き的な議論を経て、4月

から本格的な協議の開始を迎えていた。 イギ リスは西 ドイッとともにデタント、

欧州安全保障、 ドイツ問題 といった非常 にデリケー トな問題を扱う第一部会の

ラポル トゥール(報 告担当国)に 選出されていた155。 これはイギ リスにとっ

て、前政権より続 く西 ドイツの東方政策がどの程度大連合政権へと継承され、

どの程度の変化が見 られるのかを見極める非常に恵まれた機会でもあった。

両国のアルメル研究へのアプ・一チに関 しては、第一部会の開始以前か ら相

違があった。イギ リスはデタントヘの期待か ら、アルメル研究がNATOに 具

体的な行動を示唆するような報告書へと結実することを欲 していた。一方で、

1966年12月 の政権が交代 した西 ドイッは、CDU/CSUとSPD間 、 または外務

省内部の意思統一を図るのに時間をかける必要があった。西 ドイッの代表であ

り、同部会のラポル トゥールであったクラウス ・シュッツ外務次官によれば、

は以 前 よ り整 って きた」。 彼 は 「ア メ リカのNATOに 対 す る態 度 が 決 して 不 変 で あ

る と は認 識 せ ず 、 過 去数 年 間 の 間 に ア メ リカ政 府 が 、 そ の 外 交 政 策 の 伝 統 的 な 方 針

の幾 っ か を 見 直 させ る よ うな こ とが 生 じた と い う こ と を 理 解 して お く こ と が 賢 明 で

あ る」 と述 べ た 。PatrickDeantoLordHood,16November1966,FCO41/

2,PRO.

154E.」.W.BamstoLordHood,7December1966,FCO41/2,PRO;Lord

HoodtoPaulGore-Booth,3」'anuary1967,FCO41/2,PRO.

155ア ル メル 研 究 の 他3つ の 部 会 は各 々 「同 盟 国 間 関 係 」(第2部 会)、 「将 来 の 防 衛 政

策 」(第3部 回)、 「NATOの 域 外 関 係 」(第4部 会)で あ る。 ア ル メ ル研 究 に対 す る

米 英 独 の 反 応 につ いて は、 拙 稿 を 参 照 され た い。 「NATOの 正 当 性 の 危 機 と ア ル メ

ル研 究 、1966年 一1967年 」 『神 戸 法 学 雑 誌 』(第54巻 第2号 、2004年)。
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西 ドイッが ドイッ問題の解決やデタントヘ向けた具体的な行動を策定するまで

にはまだ時間がかかり、特 に外務次官であるシュッッは、後に西 ドイツ政府に

その是認を求めることになる具体的な議論にっいては積極的な立場に立っこと

ができなかった156。その西 ドイッは、現状分析の必要性を説 き、 アルメル研

究が西 ドイッに具体的な行動を求めかねない報告書へと結実することを警戒 し

た。 シュッッはイギ リスの報告担当者アダム ・ワ トソンに対し、 しばらくは具

体的な行動計画の議論 に入 らないよう求めた。

ワトソンは6月 はじめ、ボンでシュッツやルーテらと会談 した157。会談 は、

西 ドイッ側のデタントの見通 しに対するやや悲観的な見方と、イギリスのやや

楽観的な見方 とが対照的なものになった。ワ トソンは、この会談を覚書の形で

残 している。「我々は確かに、欧州における現在の緊張の緩和が消え去 り、欧

州外の諸問題の進展によっては西側とソ連との関係が以前より悪化することさ

えあるかもしれないことを認める」。 しかし、次第に進む共産主義社会 の変容

によって、「ソ連政府やそれ以上に東欧諸国政府は西側との柔軟な関係 に向け

て徐々に歩み寄っている」。 ワトソンは、「最終報告書がこうした目標や政策を

同盟の加盟国に対 して勧告すべきであるとする我々の提案に、西 ドイッがとま

どっていること」を悔やんだ。 この覚書を受け取 ったヴィケル トは、ワ トソン

の主張を 「やや楽観的だ」と評 し、西 ドイッの立場にっいては 「やや懐疑的」

であると説明 した158。

ワ トソンは、ラポル トゥールのシュッツや 「平和ノー ト」起草者であるヴィ

ケル ト、古参の外交官であり第二政治局のウル リッヒ・サームらとの多 くの討

議の中で実際に感 じることの出来た西 ドイッ東方政策の性格を、イギ リス外務

156BamardBurrowstoE.」.W.Bams,19Apri11967,FCO41/211,PRO.

157AdamWatsontoDenisLaskey,5June1967,FCO41/217,PRO,

158今 。A。StarktoAdamWatson,12June1967,FCO41/217,PRO。 西 ドイ ツ

外 務 省 内 部 に は、 アル メル 研 究 の進 め方 や ドイ『ツ問 題 に 関 す る草 稿 の 作 成 を め ぐ っ

て 対 立 が あ っ た。6月22日 、 駐 独 英 大 使 館 に所 属 す る 」.L.ス テ ィ ー ヴ ン ソ ン が 西 ド

イ ツ外 務 省 第 二 政 治 局 の安 全 保 障 ・軍 備 管 理 問 題 担 当 課 長 ラ ン ケ ス と会 談 した 。 ス
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省に報告 している159。ワトソンは西 ドイッの東方政策が、 ドゴールの好むよ

うな方向で、つまりNATOか ら離反する形で行われる可能性 にっいては、そ

れを否定 した。「彼 らが避けたいと欲 しているのは、なにか具体的な進展を得

ること無 しに(オ ーデル ・ナイセ線、東 ドイッの承認 といった)以 前の立場の

多くを放棄することである。彼 らは現在の 『不毛な現状』を決 して認めないだ

ろう」。ワ トソンは、イギリスの国益のためにも、進展 しっっある東方政策を

公的に支持する必要性を示 した。

西 ドイッ外務省内部の総意が形成 された結果、西 ドイッ担当報告書がイギリ

スに手渡 されたのは、7月20日 であった160。ワ トソン、 ヴィケル トらが中心

となった英独の調整会議が行われたのは8月 末であった。第一部会報告書 は英

独共同作成の 「東西関係、デタント、欧州問題の解決」、「デタントの具体的措

置と手段」の三章からなったが、問題 は西 ドイッ作成の 「ドイッ問題」であっ

た。 ドイッ問題を解決するために取 るべき具体的な手段にっいて、西 ドイッが

何 らかの言及を行うことを求めていたイギ リスは、西 ドイッが 「彼 らの草稿の

中で何 らの行動にも言及 していない」 ことに不満であった。また、西 ドイッが

「ドイッ問題」の中で、西 ドイツと同盟国の役割を別記 し、「ソ連地域の当局、

人々との内的接触を通 して、東 ドイッ人の生活をより許容できるものにし、二

っの ドイッ間の関係における緊張を和 らげるのは、西 ドイッの任務である」 と

する一方で、工二つの ドイッ間の緊張を和 らげるのを支援す るのは、 同盟国の

テ ィ ー ヴ ン ソ ンか らア ル メ ル研 究 の進 展具 合 に っ いて 尋 ね られ た ラ ンケ ス は 、 「あ あ、

痛 い と ころ を 突 か れ た な」 と答 え 、西 ドイ ツ外 務 省 内 部 で 部 局 間 摩 擦 が あ る こ と を

告 白 した。 彼 はサ ー ム が指 揮 を執 る部 局 間 作 業 部 会 の 一 員 で あ り、 第 三 部 会 に 西 ド

イ ッ代 表 と して 参 加 す る傍 ら、 ヴ ィケ ル トと と も に第 一 部 会 の 西 ドイ ツ担 当 報 告 書

の 作 成 に も関 与 して い た。 ラ ンケ ス個 人 は 「アル メル 研 究 の 重 要 性 を 感 じず 、 旧来

の 保 守 的 な 志 向 に 固 執 す る幾 っ か の 同 僚 に 対 して 非 常 に批 判 的 」 で あ っ た。J.L.

StevensontoAdamWatson,23June1967,FCO41/219,PRO.

159`ChangesinGermanforeignpolicy,'memorandu卑byAdamWatson,27

July1967,FCO33/103,PRO.

160SchulteStrauthaustoAdamWatson,10August1967,FCO41/218,PRO.
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任務である」と記 したことにも不満であった161。イギ リスは 「うんざ りする

ほどに説教的であり、主導するのは西 ドイッで我々はただ羊のようにそれにっ

いてい くかのような印象を与える」様 なこの役割規定に不満であったが、イギ

リスが得た譲歩は、「二うの ドイッ間の緊張を和 らげる応分の努力をす るのは

同盛国の任務である」 と改定 された箇所のみであった162。

第一部会報告書は、 こうしてデタントの見通 しに関 しては楽観論 と悲観論の

均衡を図 ったものとなったが、 ドイッ問題にっいては西 ドイッの作成 した草稿

が大きく反映された163。報告書は ドイッ問題に関 して、両 ドイッ間の関係は

国内的性格を持っこと、同盟国は西 ドイツが唯一 自由で正当な ドイッ政府であ

ると認識 し続けることを確認 したのである。

4-3.チ ャルフォント事件 とアルメル報告書の採択

デタントに対する期待を持ち、アルメル研究の結果として ドイツ問題でも具

体的な進展が生 じるのではないかとの思惑を抱いていたイギリスが、 ドイツ問

題に関して行動を縛 られたくない西 ドイッを急かす ことがで きない理由は、

EECへ の加盟問題を抱える中で西 ドイッがフランスヘ圧力をかけることを期

待 していたか らでもあった。

1967年4月 の英独会談でイギ リスは、独 ソ関係の改善 のためにイギ リスが

貢献できることを明らかにして、西 ドイッに対 しイギ リスのEEC加 盟 を支援

するよう主張 していた。 ウィルソン首相は、EECが 拡大 して こそ東西 デタン

トは現実味を帯びてくると述べ、「EECへ のイギ リスの加盟が政治的に重要な

意味を持っのは、東西関係においてである」 と伝えた。加えてウィルソン首相

161`TheGermanProblem',attachedtoibid.

162E.」.W.BamestoAdamWatson,2August1967,FCO41/218,PRO;

AdamWatsontoFranzBreer,,8September1967,FCO41/218,PRO;

AdamWatsontoE.」.W.Bames,1September1967,FCO41/219,PRO.

163ReportofSub-Group1,availableathttp://www.nato.int/archives/har

me1/harme101,htm,accessedon25」'anuary2004.
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は、デタントヘの期待か らフランスとの関係 を重視す る西 ドイッに対 して、

「イギ リスがアメ リカとの緊密な信任関係にあるか らこそ、 〔ソ連は〕イギリス

を価値ある仲介者 としてみな している」と述べて、デタントに英米関係が貢献

できると説いた。ブラントはフランスだけが対 ソ関係を独占 していないことを

歓迎する一方で、フランスが西 ドイツの事情を特によく理解 していること、 ソ

連に対 して事情を説明する力を持っていること、 フランスがソ連との緊密な関

係を維持 していること、ソ連側もフランスを価値ある仲介者だと見ていること、

を挙げフランスとの関係を重視せざるを得ない事情を示 した164。

デタントヘの強い期待を持っ一方で、EEC加 盟のためには西 ドイッとの関

係も重視せざるを得ない。 こうしたジレンマが一っの形となって現れたのがチャ

ルフォント事件であった。1967年10月 末、イギリス国務大 臣アラン・チャル

フォントはEFTA会 議への出席のためスイスのローザンヌにいた。10月26日

の夜、彼は滞在先のホテルの自室に報道陣を招き、彼 自身馴染みの記者6人 の

出席の下、二度にわたり会見を開いた。彼自身がウィルソン内閣への入閣前に

『タイムズ』紙の記者であったこともあり、閣僚が経験豊かな記者 との親密で

開放的な議論のなかで、お互 いが自由な意見交換を行 うことがあることを知っ

ていた。そしてチャルフォン トは、欧州共同体への加盟申請が拒否された場合

のイギリス政府の対応について問われた際に、オフレコで、 さらには個人的見

解であることを度々強調 した上で、この問題に関 して報道陣との 「仮説で推測

的」な意見交換に入ることを了承 したのであ った165。彼 は欧州共同体への加

盟申請が拒否された場合、その結果がイギリス政府の政策の見直 しをもた らす

だろうと述べた。

164`RecordofaconversationataluncheongivenbythePrimeMinister

inhonoroftheFederalGermanForeignMinisterat10DowningStreet

onThursday,13Apri1,1967,y17Apri11967,PREM13/2667,PRO.

165AlunChalfont,丁 加Sん αdoωo∫ 躍y∬ απd,(London:Weidenfeld&

Nicolson2000),P.122.
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しかし、彼がオフレコと強調 したにも関わ らず、翌日には会談内容が次第に

漏れ出した。 ローザ ンヌの会談内容がイギ リスの各紙面の一面に並んだのであ

る166。彼が 「おぞましく歪曲され」、また 「完全なでっち上げ」 であったと形

容するその紙面 によれば、イギ リス政府は対西 ドイツ政策を根本的に変化させ

っっあり、ライン駐留軍の撤退や東 ドイッとオーデル・ナイセ線の承認 に踏み

切ろうとしているという。彼が個人的見解として述べたものは政府見解 として

理解され、また彼の推測的な発言 は社会の反応を見極めるための観測気球であ

るとみなされた。

ロンドンに戻 ったチャルフォン トはその足でダウニング街へと赴 き、 ウィル

ソン首相に事の真相を報告 した。ウィルソンは国務大臣の辞意を申し出たチャ

ルフォントを説得 し、また外務省へと戻る彼を玄関まで見届け、公の前で握手

を交わ して彼を送 り出した。 ウィルソンは根拠がないとして報道内容を強 く否

定 し、さらには リンドン・ジョンソン米大統領、ゲオルク・キージンガー首相宛

てに親書を送 り、イギ リスの政策に変化がないことを確認する念の入れようで

あった167。チャルフォントはその後 も国務大臣に留まった。30日 には西 ドイ

ッ政府が声明を出し、報道内容が完全に誤 りであり不適切であることを確認 し

た168。

チャルフォン トが実際に東 ドイツの承認やオーデル ・ナイセ線の承認を語っ

たかどうかは定かではない。定かなのは、(E)ECへ の加盟をめぐって当初 イ

ギ リスが期待 した西 ドイツの圧力は、 フランスヘかか らなかった。西 ドイッは、

イギ リスの加盟 による拡大ECを 実現 し欧州の統合を進める以上 に、 フランス

1661bid.,p.1231LordChalfonttoHaroldWilson,280ctober1967,PREM

13/1498,PRO.興 味 深 い こ とに、 他 の 西 側 諸 国 の 報 道 が 冷 静 で 客 観 的 な報 道 に徹 す

る一 方 で 、 フ ラ ンスで は 「火 の な い と こ ろ に煙 は立 た な い」 と報 道 さ れ、 チ ャルフ ォ

ン ト発 言 が ウ ィ ル ソ ンを含 む閣 僚 の 一 般 的 な 考 え を 反 映 し た も の で あ る と み な さ れ

て い た 。EvelynShuckburghtoFO,300ctober1967,PREM13/1498,PRO,

167HaroldWilsontoGeorgK:iesinger,300ctober1967,PREM13/1498,PRO.

168・FrankRobertstoFO,300ctober1967,PREM13/1498,PRO.
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との緊密な関係を維持して東方政策を着実に進展させることを望んだ。 こうし

た姿勢は、アルメル研究に対する両国の姿勢の相違 ともなって表れていた。 ブ

ラントは、デタントにおけるNATOの 役割に批判的なフランスに配慮 し、 ア

ルメル報告書が幾っかの点で骨抜きにされてもフランスヘの譲歩を図 ることを

望んだ。西 ドイッの心配をよそに、イギリスはアルメル研究が建設的な結果へ

と至るために、フランスとの正面衝突は避けっっも、 フランスか らの 「挑戦を

受け入れる」用意があった169。

イギ リスにとっては、「欧州宣言」構想が頓挫 して自らのイニシアティヴを

放棄する中で、影響力の獲得手段としてのNATOを 重視 した。 シュ ッツバー

グに代わって駐NATO英 大使に就任 していたバーナー ド・バ ローズは、 アル

メル研究に批判的なフランスに対 して、デタントの追求が具体的 レベルでは二

国間で行われるものの、それがNATO内 で広 く承認された原則を基盤に して

行われたものであればより効果的なものとなることを説いた。 「我 々や フラン

ス人が何を行おうと、ロシア人はアメリカや西 ドイッ人のデタントに対する態

度により大きな関心を示すのである。残 りの我々は同盟を活用すれば彼 らの態

度をよりよく知ることができるし影響を与えることができるではないか」170。

バローズの言葉に明 らかなように、イギ リスは単独でソ連に影響力を与えられ

るような地位にはなかった。イギリスは、アメ リカや西 ドイツに影響を及ぼす

ことで初めて、自らの影響力が保持できた。

NATOが 存在意義を獲得するために必要であ ったアルメル報告書 は、12月

の閣僚理事会で採択された。アルメル報告書 は、イギ リスにとっては両義的な

ものであった。報告書はイギリスが望んだほどには大胆でなく、当初イギ リス

が求めたような具体的な行動勧告は盛 り込まれなかった。バ ローズは、「おそ

らく、最 も深刻な敗北は我々が欧州安全保障システムを構築す る方法や ドイッ

169R.N,ParsonstoFO,60ctober1967,FCO41/213,PRO.

170BemardBurrowstoE,」.W.B&ms,14November1967,FCO41/214,PRO.
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問題を解決する手段にっいて、なんらの道程 も提示できなかったことである」

と述べる。 しか し、「結果は時折思われた以上に随分といいものでもあった」。

なぜなら、報告書はアルメル研究の結果、 ドイッ問題と欧州安全保障問題に関

して協議を続けることを決定 したからである171。 ラポル トゥールとして参加

したワ トソンも、アルメル研究の結果としてNATOの 結束が高 まったことを

評価 した172。

結 語

本稿は、イギ リスのデタント政策の論理、展開とその拘束要因について明ら

かにした。1960年 代 は冷戦構造が変容する十年であり、超大国関係が欧州の

域外に起因する諸問題で大きな改善を見せない中、欧州においては東西両陣営

の関係が改善する兆候が現れた期問であった。そのデタントが欧州において展

開されたのは、1960年 代を彩るもう一つの変化、 すなわち東西両陣営内にお

ける多中心化の進展を伴っていたか らである。デタントと多中心化の到来をみ

たイギ リス外務省は、従来の対ソ ・東欧政策の変更の必要性を一早 く感 じ、東

欧諸国内部における社会変容に対する大きな期待 も抱いた外務省は、北方局が

中心となってソ連、東欧諸国に対する従来 の政策の改定を行 った。1963年 の

「静」のデタントは、 この多極化(多 中心化)と ともに、「動」のデタントヘと

変化 した。それは、現状の克服を目指すデタントであった。

イギ リスのデタント政策の特徴の一つが ドイツ統一 との関係であり、イギ リ

スは公的には ドイッ統一に先駆けたデタントの必要性を主張 しなかったものの、

外務省はウィルソン首相とともに、 ドイッ統一がデタントの長い過程の結果と

171`HarmelExercise',memorandumbyBamardBarrowstoGeorge ゆ
Brown,22December1967,FCO41/219,PRO.

172`HarmelExercise,'memorandumbyAdamWatson,January1968,FCO4

1/219,PRO.
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してのみ達成可能な目的であると信 じていた。労働党が政権を取 った1964年

以来、英独会談の度にイギリスは、西 ドイツの利益 に反 したソ連 との協定を結

ぶ用意のないことを明確にするとともに、 ドイッ統一 に先駆けたデタントの必

要性を直接説 くところとなった。

この点でイギリスはフランスと認識を共有 していたものの、 ドゴールがソ連

に対 して独り歩きを始めたのとは対照的に、イギ リスはNATOを 重視 した。

イギリスは当初、NATOとEECか ら離反 したフランスがソ連に対す る影響力

を持っことはないだろうと見ていたが、仏 ソ関係が着実に進展する中で、次第

に ドゴールの対ソデタントが西側の脅威であり、また東西デタントにも矛盾す

るとの認識を固めるに至った。こうした認識の背景に、 イギ リスのデタント政

策のもう一つの特徴があった。デタントはNATOとEECを 通 した西側の団結

を通 してのみ実現すると考えたイギリスは、西 ドイッからの同意を得 られない

ような東 ドイッやオーデル ・ナイセ線の承認をめぐって独自の道をとることは

なかった。それはまた、フランスがNATOか ら撤退する中で、相対的に比重

の増 した西 ドイッとの関係を悪化させることが、対 ソデタン トを遂行する上で

も、またアメリカに対する影響力を保っ上で も、望ましいとは考え られなか っ

たか らである。とくにイギ リスが恐れたのが、イギ リスを排除 した形での米独

関係の強化であった。

もちろん、西 ドイッが東方政策を推進 して当方近隣諸国との関係改善に向け

て動き出すことは、イギ リスの望むところであった。 こうした動 きを促進すべ

く、さらにはドイッ問題に直接手を触れることはせず、欧州安全保障問題を東

西で議論することで政治的雰囲気の改善を図り、 ドイッ問題が将来的に解決さ

れるような展望を開こうとする構想が 「欧州宣言」構想であった。 しか し、イ

ギ リスが 「控えめ」であると考えたこの構想が示 したのは、デタン トに対する

アプローチに関する東西間の本質的な相違であった。 ドイツ問題の解決のため

にデタントが必要であると考えたイギ リスに対 して、デタントのためにまず ド
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イッ問題の解決が図 られなくてはならないとするチェコスロヴァキァやポーラ

ンドの主張は、かって西 ドイッが主張 してきたものであり、この点 は西 ドイッ

が東方外交を進展 させる中でその外交政策を変化させた事実とは対照的であっ

た。東西間の基本的認識がこのようにあまりにもかけ離れていては、欧州安全

保障会議 はおろかこの 「欧州宣言」構想す らその具体化が困難であった。

「欧州宣言」構想による独 自のイニシアティヴを放棄 したイギ リスは、アル

メル研究に積極的に関与することで、NATO内 で西側のアプローチを調整す

ることになった。第一部会でラポル トゥールを西 ドイッとともに引き受け、西

ドイッとの密接な協議を通 して ドイツ問題への進展を西 ドイッに進める余地が、

イギ リスにはあった。 しか し、イギリスが ドイツ問題に関 して行動を縛 られた

くない西 ドイッを急かすことができなかった理由は、EECへ の加盟問題を抱

える中で西 ドイッとの良好な関係を維持する必要性がそれまで以上にあったか

らであった。チャルフォント事件はイギ リスのジレンマが顕在化 した事件では

あった。

イギリスは1960年 代を通 して、 フランスが撤退 したNATOの 維持に尽力し、

EECへ の加盟申請 も行 った。それを考慮すれば、報道が示すようなイギ リス

政府の対西独政策の変更は逆効果であり、またイギ リスはスエズ以東からの撤

退の決定と欧州における力配分の振 り分けを決定 したばかりであった。チャル

フォント事件当時ボンにいたロバーッは、 ライン駐留軍の撤退や東 ドイッの承

認はイギ リスにとって 「非現実的」であると述べている173。逆に言えば、 そ

れが非現実的であると映るところに、イギリスのデタント政策の拘束要因はあっ

た。デタントのイニシアティヴの年であった1966年 とは対照的に、「欧州宣言」

構想の挫折 とチャルフォント事件により、1967年 はイギ リスが抱えたデタン

ト政策の限界を示す年になった。

アルメル研究 はフランスのNATO批 判を交わす根拠として、「デタントと抑

173FrankRoberttoFO,300ctober1967,PREM13/1498,PRO.
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止」が相互補完的であるという論理を打ち立て ることに成功 し、NATOが デ

タントの時代にも有用な機構であることを証明 した。イギ リスにとっては、こ

うしたNATO内 の議論を盛んに行うことは、 ソ連が重視するアメ リカや西 ド

イッの政策に対する影響力を確保するための手段でもあり、イギ リスの国益が

低下 してソ連に対する単独の交渉能力を失っていたイギ リスが重視 した舞台で

あった。「欧州宣言」構想を放棄 したイギ リスは、その後東側 との関係改善 に

向けた単独のイニシアティヴを握ることはなく、西側同盟国内で影響力を保っ

ことによってデタントヘの関与を進めることになるのである。

このように、東西関係の改善のために働 きか けたイギ リスと、 フランスが

NATO統 合軍事機構か ら撤退する中でアメリカや西 ドイッとの良好な関係 も

考慮 して行動する必要があったイギリスという、二本の軸を据えてはじめて、

イギ リスのデタント政策の特徴は明 らかにすることができるのである。


